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略語表
１． BOD：Biological Oxygen Demand (生物化学的酸素要求量)
２． SS：Suspended Solid(浮遊性物質)
３． MLSS：Mixed Liquor Suspended Solids(活性汚泥浮遊物質)
４． MLVSS：Mixed Liquor Volatile Suspended Solids(活性汚泥有機性浮遊物質)
５． CODMn：Chemical Oxygen Demand (過マンガン酸カリウムによる化学的酸素要求量)
６． T-N：Total　Nitrogen（全窒素）
７． T-P：Total　Phosphorus（全リン）
８． UASB：Upflow Anaerobic Sludge Blanket(嫌気性汚泥ブランケット法)
９． TOC：Total Organic Carbon(全有機性炭素)
  
記号表
第３章
Ｃt　：t日後の槽内固形物濃度(㎎･L-1)
Ｃ＊   ：（流入水）難分解性固形物濃度(㎎･L-1)
Ｃ0   ：初期固形物濃度(㎎･L-1)
ｋ   ：分解速度定数(日-1)
Ｑ   ：流入水量(m3･日-1)
Ｖ   ：可溶化槽容量(m3)
Ｖ0　：排除容量(m3)
第４章
Ｌ0　　：流入水 BOD 負荷量［g･(m3･日)-1］
ＬR　：処理水 BOD 除去量［g･(m3･日)-1］
LO-MLSS：流入水 BOD-MLSS 負荷量［㎏･(㎏ MLSS･日)-1］
LR-MLSS：処理水 BOD-MLSS 除去量［㎏･(㎏ MLSS･日)-1］
第５章
Ｋ　：流量調整比(-)
Ｔ　：排水排出時間（hr）
Ｑ　：計画排水量(m3･日-1)
Ｖ　：流量調整槽容量、第一沈殿槽、第二沈殿槽、可溶化槽容量、ばっ気槽容量(m3)
Ｑ1　：第一沈殿槽厨芥固形物排水量(m3)
Ｃin ：流入水 BOD 濃度(㎎･L-1)
Ｃout：放流水 BOD 濃度(㎎･L-1)
Ｃcon：ばっ気槽内汚泥濃度(㎎･L-1)
Ｒ　：BOD 除去率(%)
Ｃt　：t日後の槽内固形物濃度(㎎･L-1)
Ｃol  ：槽内可溶化固形物濃度(㎎･L-1)
Ｃinsol：槽内難分解性固形物濃度(㎎･L-1)
Ｃ0      ：流入水(初期)固形物濃度(㎎･L-1)
Ｃ0sol ：流入水可溶化固形物濃度(㎎･L-1)
Ｃ＊   ：（流入水）難分解性固形物濃度(㎎･L-1)
Ｃｅ   ：放流水固形物濃度(㎎･L-1)
α1    ：流入水可溶化固形物比(-)
α2    ：槽内可溶化固形物比(-)
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第１章　序論
１．１ 　研究の背景
　わが国は、第二次世界大戦後、荒廃した国土の復興を目指し、国家を上げて各種産業の
育成と発展に邁進した結果、多種多様の製品を生産、消費し、更に海外へ輸出することで
経済発展を遂げ、大量生産、大量消費の物質文明を謳歌するに至り、世界でも冠たる経済
大国の地位を不動のものとした。その中で生み出される製品は、製造、梱包、流通過程で
大量の廃棄物を生み、また、流通した製品は、耐用年数が過ぎると廃棄され、廃棄された
製品の処分をどうするかといった問題も山積してきた。そういった状況の中、昭和 46 年に
廃棄物処理法が施行され、廃棄物の定義、処理の責任、処理方法などについて規定される
に至った。更に、最終処分場等の廃棄物処理施設の設置や運営を巡る地域間協議、産業廃
棄物の不法投棄、最終処分場の不足など社会変化に応じて発生する廃棄物に関連する問題
も変化している。
　廃棄物は、家庭から排出する一般廃棄物と事業系、産業系から排出する産業廃棄物に大
別(図1-1-1)される1)。平成10年度の一般廃棄物のごみ総排出量は所轄官庁の調査2)3)4)5)(図
1-1-2)で年間 5,160 万トンと東京ドームの 139 杯分もあり、そのうち、リサイクルによっ
て再利用されている割合は、12.1％にすぎず、また、最終処分場で埋め立てられる量は、
1,135 万 t・年-1と発生量の 22.0％を占め、全体の 1/4 が埋立に回っているのが現状である。
一方、産業廃棄物 6)は、平成 10 年度では約 4 億 800 万トンの排出と一般廃棄物に比べて発
生量は約 8 倍と多いが、コンクリート廃材の再利用などリサイクル率の向上に伴い平成 10
年度ではリサイクル率が 42.0％であった。また、最終の埋立処分場へ廻る割合は 14.0％と
一般廃棄物よりも低い。このような状況の中、最終処分場は、廃棄物の埋立処理のために
毎年膨大な容量が必要となるが、生活環境への影響を懸念することから地域住民の反対運
動などにより、その新規立地がますます困難な状態になってきている。更に、平成 10 年度
の推計 6)で一般廃棄物の最終処分場の残余容量は 12.3 年分しかなく、また、産業廃棄物も
含めると 4年分を切っており、新規立地を考慮に入れても平成 20 年度には残余年数がゼロ
になるとの見通しであることから、廃棄物の発生抑制やリサイクルの推進など新たな方策
立案が急務になっている。そのような中、平成 12 年度には「循環型社会基本法」の制定後、
「容器包装リサイクル法」「食品リサイクル法」「建設廃材リサイクル法」「家電リサイク
ル法」などリサイクルだけでなく、リユースをも視野にいれた法整備が行われ、実施され
ている。
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　事業所や企業から排出される産業廃棄物は、各事業所当たりの発生量は多いが、建設現
場や事業所での分別を徹底することで比較的容易にリサイクルが可能である。しかし、家
庭から排出される一般廃棄物のうち、空き缶、空きビン、ペットボトル、トレーや家電リ
サイクル法の対象商品である家電四品目(冷蔵庫、洗濯機、テレビ、エアコン)は、分別・
回収が進んでいるが、生ごみを含む可燃ごみの分別回収は未だ手つかずのままである。た
だ、近年、ごみ減量の施策のもと、生ごみ処理機の購入者に助成金を出す自治体が増えて
おり、着実に販売台数を増やしている。プラスチック、紙類は、生ごみの混入を防止でき
れば、分別・回収が容易となり、家庭から排出される一般廃棄物のリサイクル率を向上す
ることが可能である。一方で生ごみの処理方式としてアメリカで普及しているディスポー
ザ(台所のシンクの排水口に設置した破砕機)が注目を浴びている。わが国では排水処理設
備の未整備などで生ごみをディスポーザによって粉砕した後、直接下水道へ放流すること
は認められていなかったためディスポーザの設置が自粛、禁止されいた。しかし、台所環
境の向上、可燃ごみの更なる分別、アメリカからの外圧などにより平成 6年～平成 8年の 3
年間、建設省の総合技術プロジェクトによってその設置条件が検討され、シンクにディス
ポーザを設置し、専用排水配管を経由して排水処理装置で下水道の受け入れ基準までに浄
化した処理水については下水道への放流が認められるに至っている 7)。しかし、生ごみをデ
ィスポーザにて粉砕した後に生物処理を行うための知見がないのが現状である。一般的に、
浮遊した微生物によって排水を浄化する活性汚泥法や、有機性樹脂でできた接触材の表面
に微生物を付着させ排水を浄化させる接触ばっ気法による生物浄化が良く知られている。
しかし、下水処理場や食品排水系の排水処理施設では、流入する固形物濃度は、200～600
㎎･Ｌ-1 と比較的小さく、特に、厨芥由来固形物を多く含んだ有機性排水の浄化システムの
構築に関する基礎研究 8)-11)は、一部行われているが系統だてた研究・開発は進んでいない。
そこで本論文では、一般家庭から排出されるディスポーザ排水の生物学的処理に関する研
究としてまとめるため、ディスポーザの負荷原単位を整理し、この設定結果をもとに厨芥
由来固形物の生物学的可溶化に関する速度論的解析による処理方式の選定と高濃度排水の
生物学的処理評価を明らかにすることでディスポーザ排水処理に適した排水処理槽の基本
設計を行い、これを踏まえて実規模での実証試験結果から浄化システムの妥当性を検証し
た。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　古紙
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資源ごみ　　ペットボトル
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他のプラスチック
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　紙類
　　　　　　　　　　　　　　　可燃物　　　　　　　　厨芥(生ごみ)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　繊維
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　木、竹類
　　　　　　　　　　　普通ごみ　　　　　　　　　　　プラスチック・ゴム
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　プラスチック・ゴム
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金属
　　　　　　　　　　　　　　　不燃物　　　　　　　　ガラス・陶磁器
　　　　　　ごみ　　　　　　　　　　　　　　　　　　雑物
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　空き缶
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資源ごみ　　空きビン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他のプラスチック
　　　一般廃棄物　　　　　　　　　　　　　　　　　　冷蔵庫、テレビ、洗濯機等家電製品
　　　　　　　　　　　粗大ごみ　　　　　　　　　　　机、タンス等家具製品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自転車
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　畳、厨房用具等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し尿・生活雑排水
　　　　　　特別管理一般廃棄物
廃棄物
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　燃えがら(石炭火力発電所から発生する石炭がらなど)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　汚泥(工場排水処理や物の製造工程等から排出される泥状の物)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　廃油(潤滑油、洗浄用油などの不要になったもの)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　廃酸(酸性の廃液)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　廃アルカリ(アルカリ性の廃液)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　廃プラスチック類
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　紙くず(紙製造業、製本業、建設業などの特定の業種から排出される物)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　木くず(木材製造業、建設業などの特定の業種から排出される物)
　　　産業廃棄物　　　　　　　　　　　　　　　　　　繊維くず(繊維工業、建設業から排出されるもの)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　動植物性残渣(原料として使用した動植物に係わる不要物)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゴムくず
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金属くず
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ガラス及び陶磁器くず
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鉱さい(製鉄所の炉の残滓など)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　がれき類(工作物の除去に伴って生じたコンクリートの破片など)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　動物のふん尿(畜産・農業から排出さてるもの)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　動物の死体(畜産・農業から排出されるもの)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ばいじん類(工場の排ガスを処理して得られるはいじん)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上の 18書類の産業廃棄物を処理するために処理したもの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(コンクリート固形化物など)
　　　　　　特別管理産業廃棄物
図１-1-1　廃棄物処理法における廃棄物の分類
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図 1-1-2　ごみ総排出量の推移(一般廃棄物)
図 1-1-3　1人 1 日当たりの排出量の推移(一般廃棄物)
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１．２　わが国のディスポーザの変遷
　ディスポーザは、1927 年アメリカのウイスコンシン州ラシーンの建築家 John　Hammes に
よって発明され、1938 年に世界最大のディスポーザメーカーである「INSINKERATOR
COMPANY(ISE)」が設立された。また、1934 年に「GENERAL ELECTRIC(GE)」が最初の住宅用
ディスポーザを製造・販売したとも言われている 12)。ディスポーザは家庭の調理などから
発生した生ごみをその場で容易に処理ができ、自治体の認知も早かったことからアメリカ
では第二次世界大戦後の 1950 年代から普及が急速に拡大した。特に、都市部の中には、デ
トロイト市のように新築や増改築に際して、ディスポーザの設置を義務付け、屋内から生
ごみを持ち出すことを禁止した条例(Ordinance　No.81-F)を告知した自治体もでてきてい
る。
　1995 年 1月現在、アメリカでは 98 都市において、住宅の新築時にディスポーザ設置が義
務付けられており、その普及率は約 51%(1981 年現在)に達し、毎年 1%程度上昇している。
その結果、2001 年現在のディスポーザ普及率は 70%程度に達していると言われている 12)。
　また、アメリカではディスポーザに対するアメリカ国民の認知が早い時期に確立し、更
に、国土に余裕があることから下水処理場の施設も大きく、かつ、ディスポーザによって
粉砕された生ごみの流入を前提として設計していることから下水道への直接放流が可能で
ある。
　一方、わが国においては、昭和 30 年代前半にアメリカから輸入され始め、外国人向けマ
ンションなどに使用されるなど、便利の良さから全国に普及し始めた。しかし、わが国に
おいてはアメリカとの住宅事情の違いにより多くの問題点が噴出した。その理由として、
下水道整備地域では下水処理場への流入負荷増大による処理性能の悪化、大都市部の合流
式下水処理場での雨水流入時の水質汚濁増加、下水道未整備地域では、粉砕生ごみの河川
直接放流による流域水系の水環境汚染などの問題が生じた。また、当時の粗悪なディスポ
ーザの製品品質による排水配管系統の閉塞や悪臭の発生といったトラブルが多く寄せられ
た結果、1980 年代には多くの自治体でその設置を条例で禁止し、または、使用自粛の指導
を行ったことからわが国では、その後、長年公的な設置は認められなかった。しかし、1990
年代に入りわが国のごみ問題の顕在化や日米貿易交渉によるディスポーザの受入促進によ
って日本の生活環境やインフラ整備の状況にマッチしたディスポーザ普及に向けての取り
組みが始まり、建設省においては平成 4 年度から平成 8 年度の５ヵ年度に渡り、総合技術
開発プロジェクト「建設副産物の発生抑制・再利用技術の開発」を実施し、特に平成 6 年
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度から平成 8 年度の 3 年間「ディスポーザによる生ごみリサイクルシステムの開発」にお
いてその導入に向け、検討が行われた。その結果、わが国ではディスポーザで粉砕した排
水を直接下水道へ放流することは避け、台所排水を専用の排水配管を経由して排水処理槽
によって浄化を行う図 1-2-1 に示すディスポーザ排水処理システムであればディスポーザ
の設置が認められるに至った。この方針を踏まえ（財）日本建築センターにおいてディス
ポーザ排水処理システムの構造評定および建設大臣認定の仕組みが整い、平成９年度より
大臣認定を取得したシステムのみが公的に認められるに至った。
下水道へ
ディスポーザ
排水処理槽
専用排水配管
　図 1-2-1　ディスポーザシステムの概要
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１．3　従来の生物学的排水処理および排水中に含まれる固形物処理の変遷
　生物学的排水処理は、1914 年にイギリスの Ardern と Lockett によって下水をばっ気する
ことで生成した汚泥を再利用すると硝化時間が大幅に短縮することを発見し、それを実用
化するため 1917 年にイギリスのマンチェスター市に活性汚泥処理施設を設置したことに始
まる 13)。活性汚泥法は、その後、各種の変法が考案され、処理性能の向上などの改良・発
展を遂げてきた。その中でも特徴のある方法として 1939 年に Gould によってばっ気槽の後
半部へも排水を分離注入させることで安定した汚泥負荷量を確保することから効率的に処
理を行うステップエアレーション法が考案され、現在の多くの下水処理場に導入されてい
る 13)14)。また、活性汚泥は、下水処理では 6～12 時間程度の水理学的滞留時間によって処
理が行われるが、1948 年に Kuntz により 24 時間以上の長い滞留時間で処理を行うことによ
って汚泥の自己消化を進行させ、余剰汚泥の発生量を抑制させる長時間ばっ気法 13)14)や、
1957 年に Pasveer が提案したドーナッツ型の処理槽を用いて槽内の汚泥を回遊させるオキ
シデーションディッチ法 13)14)15)は、処理水の性状以外に汚泥処理および維持管理など処理
効率以外の特徴を有し、熟練管理者が必要な標準活性汚泥法をより普及可能な方法へと進
化させている。更に、近年においては、接触材や流動担体を用いてその表面に微生物を付
着・繁殖させることにより多くの微生物を単位容量当たり保持させ、省スペースで高効率
の処理ができる接触ばっ気法や流動担体法が普及してきている 16)(表 1-3-1)。
　これらの方法を採用している下水処理場や産業排水系処理施設は、流入水の BOD、SS が
数百㎎･L-1程度の排水、または、前処理や希釈して同程度の濃度にした後に生物処理を行う
方法が一般的である。
　一方、BOD、SS 濃度が数千～数万㎎･L-1と高い排水を直接処理する方法として一般的にメ
タン発酵法による嫌気処理が行われている。メタン発酵法は、1900 年代から余剰汚泥や屎
尿などの処理として適用され始めたが、わが国では、1956 年から通産省のアルコール工場
を中心に実用化されてきた 17)。近年は、焼酎廃液の処理方式の一つとして普及してきてお
り、高濃度の排水を処理する方法としては有益な手法である 18)。しかし、メタン発酵法は、
高濃度排水の処理が可能、メタンガス転換によるエネルギー回収、所用動力が少ないとい
った利点がある反面、生物処理に時間を有し、処理水 BOD 濃度が数千㎎･L-1と非常に高く、
二次処理が必要であり、また、運転管理が非常に難しく、メタンガスの発生が停止するな
どのトラブルも顕在化しており、安定した処理が難しいのも事実である。
　このように微生物を用いて排水を処理する方法は、活性汚泥法に代表される好気処理と
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メタン発酵法に代表される嫌気処理に大別され、他に両者の中間的な方法で 1969 年に
Pasveerによって考案された回分式活性汚泥法に代表される間欠ばっ気処理の3方式がある。
　一方で、固形物濃度の高い排水は、一般的に生物処理を行うよりもスクリーンや重力沈
降など機械的・物理的方法によって水系から固形物のみを除去する方法がとられている。
たとえば、下水処理場では、最初沈殿池で比較的大きな固形物を重力沈降による固液分離
法によって除去し、沈殿池の上澄排水を活性汚泥処理している。このように機械的・物理
的方法においては、固形物は単に排水と分離されるのみであり、分離された固形物は、脱
水処理を施し焼却処分か埋立処分している。また、近年、活性汚泥法で発生した余剰汚泥
をオゾンによって酸化分解させる方法や熱や圧力によって固形物を可溶化させ、再度、生
物処理を行う方法 19)20)も実用化されてきているが処理費用の面や大がかりな施設が必要で
あるため汎用性のある方法とは言い難い(表 1-3-2)。
　以上のように排水中に含まれる固形物の処理について機械的、物理的、化学的方法は、
十分に研究がなされているが、生物学的方法についてはメタン発酵処理のみで、その技術
も前記したとおり種々の問題を有している。
　有機性固形物の生物処理における研究がなされていない理由として
① 水質汚濁防止法では、排水量 50m3･日-1 未満の事業所から発生する排水は規制の対象
から除外され、グリーストラップなどの除害施設を設置して固形物や油分を分離す
るのみで下水道へ放流している。
② 排水量 50m3･日-1 以上の事業所では、省スペースで分離性能が安定しているスクリー
ンや沈殿分離槽によって機械的、物理的処理を施した後に排水処理を行う。
　しかし、ディスポーザ排水について上記の①、②に当てはめて考えた場合、①について
は、油分はさほど多くないためグリーストラップで油分を除去しただけでは処理水質は改
善せず、また、固形物を分離したのみでも下水道放流可能な水質まで排水濃度が低下しな
い。また、②については、排水量が比較的少ないため機械的処理を導入すると設備コスト
や維持管理費が嵩み、また、発生した汚泥の処分問題、特に、焼却した場合のダイオキシ
ン問題など有機性廃棄物を取り巻く環境は、益々厳しくなってきているため導入し難い。
　そこでディスポーザを設置した集合住宅から発生するディスポーザ排水について最適な
生物処理方法を選定し、排水処理槽の設計に有用な知見を得るために厨芥由来固形物の生
物学的可溶化の検討および高濃度排水における流動床法、接触ばっ気法による処理性能評
価の検討を行い、これらの知見をもとにして排水処理槽の基本設計の指針を明らかにした。
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この基本設計の指針をもとに実際に実証試験槽の設計、製作を行い、実排水を用いて処理
性能の妥当性を検証した。更に、実際の集合住宅に開発したディスポーザ排水処理システ
ムを設置して排水処理性能やごみ削減効果を調査し、本システムの開発の意義について検
証した。
　　　　　　　　　　表 1-3-1　代表的な生物学的排水処理方法（開発変遷）
代表的な処理方法 処理概要 特徴と課題
好
気
処
理
活性汚泥法
(1914 年：Ardern､Lockett)
・ ステップエアレーション法
　　(1939 年：Gould)
・ 長時間ばっ気法
　　(1948 年：Kuntz)
・ オキシデーションディッチ法
　　(1957 年：Pasveer)
接触ばっ気法
流動担体法
流入水の BOD、SS
濃度が低濃度(600
㎎･L-1 以下)の場
合に適用。よって、
SS 濃度の高い排
水を直接処理する
には不向き
嫌
気
処
理
メタン発酵法
(1900 年代、日本では 1956 年：通産
省アルコール工場にて採用)
流入水の BOD、SS
濃度が高濃度(数
千～数万㎎･L-1)
の場合に適用。
運転管理が難し
い。
間
欠
ば
っ
気
処
理
回分活性汚泥法
(1969 年：Pasveer)
好気処理、嫌気処
理の中間的な位置
づけ。好気処理よ
りも設備が大きく
なる。運転管理容
易。
流入
沈殿槽
流出
返送汚泥
流入
返送汚泥
流出
沈殿槽
沈殿槽
流入
返送汚泥
流出
流入
返送汚泥
流出
沈殿槽
流入
返送汚泥
流出
接触材 沈殿槽
沈殿槽
流入
返送汚泥
流出
流動担体
攪拌機 メタンガス
流入 流出
(二次処理必要)
ﾌﾞﾛﾜ
間欠ばっ気
流入 放流
加温必要(35℃)
　　表 1-3-2　排水中に含まれる固形物の処理方法(例)
処理法 具体的方法
機械的・物理的処理 スクリーン、重力沈降、熱処理ほか
化学的処理 オゾン処理ほか
生物学的処理 メタン発酵法
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１．4　本論文の目的と構成
　わが国では、長年、台所周辺の住環境の整備、改善とごみ問題とは切り離され、別々の
視点で検討されてきていた。その中で、ディスポーザは、その橋渡しとなるであろうと期
待されている商品である。しかし、わが国においては、長年その設置・普及は見送られて
きていたが、平成 6年度～8 年度にかけて国土交通省(旧　建設省)の総合技術開発プロジェ
クト「ディスポーザによる生ごみリサイクルシステムの開発」を実施し、日本の実状にあ
ったディスポーザの設置方法について検討を行った。その結果、ディスポーザは、粉砕し
た生ごみ排水を専用排水配管にて経由し、専用の排水処理施設で処理した後に下水道へ放
流するシステムであれば設置が認められることになった 7)。
　粉砕した生ごみ排水を含む台所排水は、厨芥由来の固形物を多く含み、また、従来の機
械的固液分離法では設備コストや維持管理コストおよび発生した汚泥の焼却費用がかかる
といった問題がある。
　そこで、本論文では、まず、ディスポーザ排水の負荷原単位を整理して設定するととも
に、厨芥由来の固形物を可溶化するための生物学的方法の選定とその妥当性を数値解析に
て検証し、更に、下水道放流水質まで浄化する方法として流動床法および接触ばっ気法の
基礎的設計指針を得るとともに、設計したディスポーザ排水処理槽について実証試験を行
い、その処理性能の妥当性を検証することを目的とした。
　本文章の構成は次の通りである。(図 1-4-1)
　第１章では、本研究の背景を述べるとともに、わが国におけるディスポーザの導入に向
けての変遷、従来の生物学的排水処理の動向および排水中に含まれる固形物の処理方法の
変遷について整理する。また、本論文の目的と構成についても本章中に含める。
　第２章では、ディスポーザ排水に関する基礎実験などを行う上で必要となる一般家庭か
ら発生するディスポーザ排水の負荷原単位として生ごみ発生量とその組成や三成分(水分、
有機成分、灰分)の設定を明らかにする。また、ディスポーザ排水の排水量および汚濁成分
増加量の設定やディスポーザ排水を含む台所排水の負荷原単位設定およびディスポーザ排
水を含む台所排水の流入パターン設定を実態調査および文献調査などから整理して示す。
　第３章では、ディスポーザ排水に含まれる厨芥由来固形物について生物学的可溶化に関
する速度論的解析を行い、また、固形物残査の成分分析、粒度分布や可溶化成分の分子量
分画を行い、処理方式の違いによる固形物等の挙動についても整理する。
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　第４章では、ディスポーザ排水中の厨芥由来固形物を概ね取り除いた排水について流動
床法および接触ばっ気法を検討し、高負荷条件下での処理性能について整理する。
　第５章では、第３章および第４章の知見をもとにディスポーザ排水処理システムの設計
を行い、製作した排水処理槽の実証試験結果から設計の妥当性を検証する。更に、第３章
で得た厨芥由来固形物の生物学的可溶化に関する速度論的解析結果をもとに実証試験結果
と数値解析結果を比較しその妥当性を検証する。
　第６章では、ディスポーザ排水処理システムを実際の集合住宅に設置し、本システムが
ごみ問題を解決するための一助となる提言を行い、住民参加型の分別・リサイクルツール
として整理する。
　第７章では、本研究で得られた結果の概要、特に重要と判断される点を中心に総括する。
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第１章 序論
　　①研究の背景
　　②わが国のディスポーザの変遷
　　③従来の生物学的排水処理および排水中に含まれる固形物処理の変遷
第２章　一般家庭から発生するディスポーザ排水の負荷原単位設定
①生ごみ発生量、組成、三成分の設定
②ディスポーザ排水の排水量および汚濁成分増加量の設定
③ディスポーザ排水を含む台所排水の負荷原単位設定
④ディスポーザ排水を含む台所排水の流入パターン設定
第３章 厨芥由来固形物の生物学的
　　　　可溶化に関する評価
①厨芥由来固形物の可溶化速度の検証
②固形物残査の成分分析、粒度分布
③可溶化成分の分子量分画
第４章 　高濃度排水の生物学的処理評価
① 流入水 BOD 容積負荷量と BOD 除去量との関係
② 流入水 BOD-MLSS 負荷量と BOD-MLSS 除去量と
の関係
③ 流動担体と接触材との処理性能比較
第６章 ディスポーザ排水処理システムの実現場設置による処理性能
の確認とごみ量削減実態調査
①排水処理槽放流水の経日変化
②ディスポーザ排水処理システム設置によるごみ削減の実態調査
③分別・リサイクル型マンションの提案
第5章 ディスポーザ排水処理システムの設計、実証試験と物質収支
①排水処理槽の設計概念と基本設計
②ディスポーザ排水処理実証試験
③可溶化槽内固形物濃度の数値解析
④物質収支
第７章　総括
図 1-4-1　本論文の構成
- 13 -
第２章 一般家庭から発生するディスポーザ排水の負荷原単位設定
２．１　緒言
　第１章で述べたようにわが国では、下水処理施設の影響や環境負荷の懸念からディスポ
ーザの設置が認められていなかったが平成 9 年度より排水処理槽と一体であるディスポー
ザ排水処理システムであれば設置が認められるに至った。
　しかし、ディスポーザ排水処理の研究に着手する場合、実排水の入手が困難であり、入
手できたとしても家族構成、食生活、入手時期の相違によってその性状は、大きくばらつ
くことが予想される。このことからディスポーザ開発、排水配管流動性、排水処理槽開発
を行う上でディスポーザ排水の負荷原単位を明確にする必要性に迫られた。
　そこで本章では、これまでに調査された生ごみおよびディスポーザに関する報告論文を
まとめ、更にその裏付けまたは、不足した項目について実態調査を行いディスポーザの負
荷原単位を明らかにした。
2.2 節では一般家庭からの生ごみ発生量を把握し、2.3 節では発生した生ごみの組成を、2.4
節では生ごみ三成分(水分、可燃分、灰分)といった生ごみの基本構成を整理した。更に、
2.5 節ではディスポーザ排水の負荷量設定としてディスポーザ排水量を把握し、2.6 節では
汚濁成分増加量を明確にしてディスポーザ排水を含む台所排水の負荷原単位を設定し、2.7
節ではディスポーザ排水を含む台所排水の流入パターン設定も示し、ディスポーザ排水に
関する負荷原単位を明確にすることに努めた。
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2.2　調査方法
　ディスポーザ排水の負荷原単位を決定する手段として 1961 年以降に報告された文献 1)～
34)を調査、整理して統計的に解析を行う方法と実態調査を行う方法を総合して決定した。実
態調査は、福岡県北九州市の集合住宅入居者 48 戸(2 棟、24 戸/棟)および従業員社宅 8 戸
について測定をおこなった。設置したディスポーザは、自動給水機能付でディスポーザを
稼働すると同時に洗浄水が流れる機構となっている。なお、各集合住宅および従業員社宅
には、ディスポーザを設置すると同時に排水処理設備を埋設し、ディスポーザ排水を含む
台所排水を浄化した後、その処理水を下水道へ放流した。また、一部の調査では、戸建住
宅入居者 8戸の協力を得て行った。
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2.3　生ごみ発生量調査
2.3.1　調査概要
　家庭から発生する生ごみ量の実態調査は、戸建て住宅入居者 8 戸と上記集合住宅入居者
48 戸のうち 14戸で発生する生ごみの重量を 1日 1 回測定し、1人当たりの生ごみ量として
算定した。調査は、戸建て住宅については平成 5年 12 月の１日の生ごみ発生量を、また、
集合住宅については平成 12 年 1 月から 12 月の 1 年間、毎月 7 日間連続で測定し、12 ヶ月
の平均値から生ごみ量を算定した。
2.3.2　結果および考察
　１人が１日に排出する生ごみの発生量の文献調査結果を表 2-3-1 に、非超過確率により
統計処理した結果を図 2-3-1 に示した。
　文献調査による生ごみ発生量は、調査した家庭の人員構成、生活習慣、調査期間、調査
の季節および調査年度などの各種要因によって 122～376g･人-1･日-1 とばらつきの範囲が広
い。生ごみ量を設定するにあたり、家族の人員が少ないほど一人当たりの発生量が多くな
るとの報告 20)があることから、少人数で構成されている家庭では調査結果を単純平均する
と実態よりも低い設定値となる危険があることから非超過確率 75%値を採用し、1回 1 日当
たり生ごみ発生量を 250g とした。次に、22 戸の家庭から排出される生ごみ量を実測した。
測定結果を図 2-3-2 に示す。調査対象の 22 戸中で 7 戸の家庭に 5歳未満の子供がおり、全
生ごみ発生量を子供の数を含めた人数で案分すると一人当たりの生ごみ発生量が小さな値
になる恐れがある。このような理由からも文献調査と同様に生ごみの発生量を非超過確率
75%値から求めると約 250g となり、文献値と同じ結果を得た。以上のことからが家庭から
発生する生ごみ量の設定値として 250g･人-1･日-1が妥当と判断された。
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(ｇ･人-1･日-1) 備考 参考文献
197 集合住宅入居の 27 世帯の平均値(1984.12 から 1985.1 調査) 1)
240 上記結果を季節換算 1)
250 実験条件値 2)
250 松下電子調査結果(1989) 3)
244 佐賀県居住 1世帯の 3日間調査平均値(1984) 4)
173 佐賀県居住 1世帯の 3日間調査平均値(1984) 4)
122 佐賀県居住 1世帯の 3日間調査平均値(1984) 4)
178 千葉県居住 9世帯の 2日間調査平均値(1993?) 5)
198 東京都内 8世帯の各季節当たり 4週間調査平均値(1988) 6)
256 多数文献調査平均値 7)
239 松戸市調査(1978.11) 8)
245 松戸市調査(1979.7) 8)
223 武蔵野市調査(1978.3) 8)
221 武蔵野市調査(1970.8) 8)
256 野田市調査(1970.8) 8)
208 野田市調査(1971.3) 8)
376 東京都 23 区内ごみ収集実績より推計(1973) 9)
340 東京都職員世帯調査平均値(1960) 9)
200 神戸市調査平均値(1960) 10)
250 神奈川県調査(1960-1961) 11)
150 東京都周辺地域調査平均値(1960.3) 12)
180 団地調査(1963) 13)
274 堺市調査結果から収穫量より推計(1971) 14)
283 岐阜市調査結果から収穫量より推計(1970.11) 14)
259 水戸市調査結果から収穫量より推計(1971.1) 14)
239 東京都 23 区家庭調査(1973) 15)
210 東京都居住 350 世帯の 1週間調査平均値(1996) 16)
237 仙台市居住 1世帯の 3年間調査平均値(1993～1995) 17)
337 札幌市居住 112 世帯の 4日間調査平均値(1988) 18)
243.1 東京都居住 350 世帯の 3日間調査平均値(1991) 19)
249.3 東京都居住 350 世帯の 3日間調査平均値(1992) 19)
259.6 東京都居住 350 世帯の 3日間調査平均値(1993) 19)
236.7 東京都居住 350 世帯の 3日間調査平均値(1994) 19)
231 東京都居住 350 世帯の 1週間調査平均値(1992) 20)
168 9 世帯平均値(1992) 21)
表 2-3-1 一般家庭からの生ごみ発生量
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図2-3-1　生ごみ量の非超過確率
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図2-3-2　生ごみ量の非超過確率
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2.4　生ごみ組成
2.4.1　調査概要
　家庭から発生する生ごみの組成については文献調査 1)11)20)-28)から野菜類、果実類、肉・魚
介類、米飯、茶がら、その他の各食物類を湿潤重量比で示し、その各平均値から食物類の
割合を算定した。更に、平成 12 年 12 月に集合住宅入居者 2 戸から発生する生ごみの組成
を 7日間実態調査し、文献値より設定した標準生ごみ組成と比較した。
2.4.2　結果および考察
　一般家庭から排出される生ごみ組成についての文献調査結果を表 2-4-1、組成割合を図
2-4-1 にまとめた。一般家庭から排出される生ごみの組成の中で野菜類が最も多く、文献に
よってばらつきはあるが、全湿潤重量比の平均 37%を占めており、次に、柑橘類やバナナの
皮、リンゴの芯などに起因する果実類が平均 30%の割合であり、野菜類と果実類の合計で全
体の 2/3 を占めていた。他に肉・魚介類、米飯類、茶殻などは、それぞれ 12.5%,7.7%,5.6%
程度であった。更に、一般家庭から排出するその他の生ごみの代表的なものとして卵殻な
どが上げられる。この卵殻は、ディスポーザの粉砕試験や排水処理試験を行う場合に使用
する模擬生ごみとして必要となる標準生ごみを設定する場合に重要な組成の一つとして考
慮する必要があると判断された。
　そこで、標準生ごみは、その組成が一般家庭から排出される生ごみの割合とほぼ等しく、
また、その構成物が一年間にわたり入手容易であることを前提に表 2-4-2、図 2-4-2 のごと
く設定した。本設定の生ごみ組成は、一般家庭 2 戸の実態調査結果ともよく一致した(表
2-4-3)。
- 19 -
　　           　　　　　表 2-4-1  生ごみの組成割合
　　　　　　　　　重量組成比(%)
野菜類 果物累
肉・
魚介類
米飯 茶殻 その他
備考 参 考文献
52.1 23.4 15.2 9.3 団地調査結果(1984,12.18-19) 1)
44.7 27.9 10.1 17.3 団地調査結果(1985,1.16-17) 1)
32.4 36.8 18.4 8.6 3.8 - 東 京 都 清 掃 局 設定 標 準 生 ご み(1971.12) 1)
56.5 18.3 18.2 1.0 3.8 2.2 9 世帯調査結果平均値(1961.5) 11)
26.7 44.8 12.1 1.0 - 15.4 9 世帯調査結果平均値(1961.8) 11)
38.5 21.9 4.2 11.6 10.1 13.7 東京の 4世帯調査平均値(1992) 20)
31.0 33.0 12.0 24.0 9 世帯調査結果平均値(1992.2.13) 21)
39.0 24.0 11.0 26.0 9 世帯調査結果平均値(1992.2.16) 21)
30.0 30.0 20.0 10.0 - 10.0 実世帯の 4日間平均値(1992) 22)
35.0 30.0 20.0 15.0 - - 実験条件設定値 23)
40.0 35.0 15.0 5.0 5.0 - 実験条件設定値 24)
35.0 30.0 15.0 20.0 - - 実験条件設定値 25)
25.0 35.0 10.0 5.0 5.0 20.0 標準生ごみ設定値 26)
19.3 46.1 9.6 25.0 3 団地調査結果平均値(1963･夏) 27)
36.1 34.9 6.4 22.6 3 団地調査結果平均値(1963･冬) 27)
48.0 18.7 8.7 24.6 3 団地調査結果平均値(1963･春) 27)
41.72 23.65 7.72 9.1 - 17.81 厨芥組成実測より換算 28)
41.18 31.89 18.26 4.01 - 4.66 厨芥組成実測より換算 28)
39.23 23.63 6.24 1.4 - 29.5 厨芥組成実測より換算 28)
37.4 30.0 12.5 7.7 5.6 6.8 平均値
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  　　      　　　　表 2-4-2 標準生ごみ組成
組成 湿潤重量(g･人-1･日-1) 重量比(%)
人参 45 18
野菜類
キャベツ 45 18
36
バナナの皮 25 10
リンゴ 25 10果物類
ｸﾞﾚｰﾌﾟﾌﾙｰﾂの皮 25 10
30
魚 25 10
鳥骨 20 8
米飯 25 10 10
茶殻 10 4 4
卵殻 5 2 2
合計 250 100
　　　表 2-4-3　一般家庭の生ごみ組成比（実態調査結果）
　　　　　　　　　　　　重量組成比(%)
野菜類 果物類 肉・
魚介類
米飯 茶殻 その他
A宅 32.4 35.4 14.4 4.2 10.9 2.7
B 宅 40.1 32.5 13.0 5.3 7.2 1.9
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図2-4-1　生ごみの組成比(文献調査結果）
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2.5　生ごみの三成分
2.5.1　調査概要
　家庭から発生する生ごみの水分、可燃分および灰分は、文献調査 1)6)11)20)の結果から求め
るとともに、実態調査および標準生ごみ組成をもとに実際の水分量を測定して決定した。
実態調査は、前述の平成 12 年 12 月に集合住宅入居者 2 戸から発生する生ごみ組成を 7 日
間調査したものを使用した。実態調査および標準生ごみ組成の三成分の測定方法は、工業
排水試験方法（JIS K 0102）の全蒸発残留物および強熱残留物の測定に準拠した。
2.5.2　結果および考察
　生ごみの三成分である水分、可燃分および灰分に関する文献調査結果を表 2-5-1 に、一
般家庭の実態調査結果および標準生ごみの分析結果を表 2-5-2 に示した。生ごみは、本来、
野菜、果物、肉や魚などの食品系の産物に由来していることから水分量は高く、各種文献
の調査報告でもばらつきは比較的小さく、平均 77%の水分率であった。この水分は、実態調
査結果の 80%および標準生ごみ測定結果の 80%と比べても差異はなく、生ごみの水分の負荷
原単位設定は 80%を基準とし、残りを乾燥重量の負荷原単位設定として 20%を基準として考
えることができる。また、生ごみの乾燥重量に占める可燃分と灰分の割合は、文献値では
可燃分が湿潤重量の 21%を占め、灰分が 2.6%の割合であり、水分と同様に実態調査、標準
生ごみ分析結果と同程度の割合であった。
以上の結果から負荷原単位設定は、水分 80%､乾燥固形物 20%であり乾燥固形物のうち可燃
物 17%､灰分 3%を標準として設定した。
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           　　　　　 　表 2-5-1   生ごみの三成分
水分
(%)
可燃分
(%)
灰分
(%)
備考 参考文献
80.7 16.8(87.1) 2.5(12.9) 3 世帯調査結果平均(1984,12-1985.1) 1)
59.0 38.5(94.0) 2.5(6.0)
東京都内8世帯の各季節当たり4週間
調査平均値(1988)
6)
79.9 18.4(91.5) 1.9(8.5)
1 回目,戸建 5 世帯と集合住宅 13 世帯
の調査平均値 (1961.5)
11)
81.6 15.8(85.9) 2.6(14.1)
2 回目, 戸建 5世帯と集合住宅13世帯
の調査平均値(1961.5)
11)
79.0 16.8(80.0) 4.2(10.0)
3 回目, 戸建 5世帯と集合住宅13世帯
の調査平均値(1961.5)
11)
82.6 15.8(90.8) 1.7(9.2)
戸建 5 世帯と集合住宅 13 世帯の調査
平均値(1961.8)
11)
75.2 21.3(85.9) 3.5(14.1)
東京都内350世帯の 1週間調査平均値
(1992)
20)
76.9 20.5(88.7) 2.6(11.3) 平均値
　　　　　表 2-5-2　実態調査および標準生ごみの三成分
水分(%) 可燃分(%) 灰分(%)
A 宅 78.3 17.2 4.5
B 宅 81.1 15.1 3.8
標準生ごみ 80.1 16.8 3.1
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2.6　ディスポーザ排水の負荷量設定
2.6.1　ディスポーザ排水量
(1)調査概要
　ディスポーザを使用することによって増加する上水量をディスポーザ排水量とし、文献
調査および実態調査結果をもとに設定した。実態調査は、集合住宅入居者 48 戸のうち 4戸
の家庭にロガー機能付きのクランプ型電力計(HIOKI 社製､3168 クランプオンパワーハイテ
スタ)を設置し、ディスポーザ稼働状況を把握するとともに台所上水使用状況を把握するた
め台所上水水洗金具直下にパルス流量計(ユーアイニクス社製:ND-10)を設置し、パルスカ
ウンタ(ユーアイニクス社製:SP-582-D-AV-F)にて電圧値に変換した後、電圧ロガー(HIOKI
社製､3635-05)にて 5分間隔の値を連続的に測定した。
(2)結果および考察
　ディスポーザを設置することによって、増加する上水量(ディスポーザ排水量)について
文献調査の結果を表 2-6-1-1 にまとめたが、増加使用水量は、1.8～19L･人-1･日-1とばらつ
きが非常の大きかった。その原因は、台所排水自体の水量変動が大きいため、その影響を
受けたものと推察された。
また、集合住宅入居者 48 戸のうち 4 戸について実態調査を行い、各家庭のディスポーザ排
水量を表 2-6-1-2 に示した。ディスポーザ使用によって増加した上水量は、平均 6.2L･人-1･
日-1程度であった。よってディスポーザを設置することで増加する水量の負荷原単位は、5L･
人-1･日-1を標準とした。
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    　　 表 2-6-1-1   ディスポーザによる増加使用水量
　増加使用水量
   (L･人-1･日-1)
備考 参考文献
8.3 団地調査結果(1985-1986) 1)
15 実験条件設定値 2)
2.8 佐賀県居住 1世帯の 3日間調査平均値(1984) 4)
1.8 佐賀県居住 1世帯の 3日間調査平均値(1984) 4)
1.8 佐賀県居住 1世帯の 3日間調査平均値(1984) 4)
19 東京都内(1988) 6)
2.3～3.4 英国での調査結果 10)
5.0 米国での調査結果 10)
7.5 英国での調査結果 10)
3.6 実験結果 11)
5.8 1 世帯平均値(1991) 26)
8～10 4 世帯平均値 (1991) 29)
3.7 4 世帯平均値 (1991) 29)
17～18 兵庫県内 5世帯の 2ヶ月平均値(1973) 30)
10.7 6 日間の調査結果(1991) 31)
12.2 6 日間の調査結果(1991) 31)
4.8 6 日間の調査結果(1991) 31)
6.5 6 日間の調査結果(1991) 31)
7.6 平均値
表 2-6-1-2　集合住宅 4戸の台所使用水量およびディスポーザ増加水量
入居人員
(人)
ディスポーザ使用回数
(回･日-1)
台所使用水量
(L･人-1･日-1)
ディスポーザ増加水量
(L･人-1･日-1)
水量合計
(L･人-1･日-1)
Ｏ邸 2 1.1 22.5 5.5 28.0
Ｋ邸 3 1.6 31.1 5.6 36.7
Ｔ邸 4 2.3 23.4 6.1 29.5
Ｓ邸 4 2.8 15.1 7.7 22.8
　平均 3.25 2.0 23.0 6.2 29.2
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2.6.2　汚濁成分増加量
(1)調査概要
　ディスポーザを使用することによって増加する汚濁成分量は、文献調査および標準生ご
みをディスポーザにて粉砕した排水を実測することで汚濁成分の増加量を決定した。分析
試料は、標準生ごみ 50g をディスポーザに投入、粉砕を行い、蒸留水を 1L 加え粉砕した排
水を全量容器に受け、全量を家庭用ミキサーに 10 分かけ、更に、超音波破砕機で 10 分間
ホモジナイズ処理したものを用いた 35)。水質分析は、工業排水試験方法（JIS K 0102）に
準拠した。
(2)結果および考察
　生ごみをディスポーザで粉砕し、排水する際の排水中汚濁成分（BOD、SS、CODMn、T-N、
T-P、n-Hexane 抽出物）の増加量を文献調査(表 2-6-2-1)および 2.4 で定めた標準生ごみの
分析(表 2-6-2-2)により求めた。なお、生ごみの発生量原単位は文献ごとに異なるので、こ
れを 2.3 で設定した 250g･人-1･日-1に規格化した。その方法を表 2-6-2-1 の備考に示した。
　以上のことから標準生ごみの分析値は、文献値よりもやや高めであった。この結果より、
定めた設定値を表 2-6-2-3 に示す。
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表 2-6-2-1　ディスポーザ排水に起因する汚濁成分増加量(g･人-1･日-1/生ごみ 250g)
BOD SS CODMn T-N T-P ｎ－Hex 備考 参考文献
23.6 33.4 19.6 1.11 0.26 - 厨芥 100g 当たりの汚濁負荷から算定 1)
19.7 15.3 14.9 - - - 厨芥 244g 当たりの汚濁負荷から算定 4)
24.6 19.5 11.4 - - - 厨芥 178g 当たりの汚濁負荷から算定 4)
37.4 11.0 25.6 - - - 厨芥 122g 当たりの汚濁負荷から算定 4)
20.0 9.0 8.0 1.10 0.20 - ﾃﾞｨｽﾎﾟｰｻﾞ設置有無の汚濁負荷差分 6)
23.5 25.0 19.5 1.08 0.26 - 厨芥 100g 当たりの汚濁負荷から算定 7)
25.7 32.4 20.6 - - - 厨芥 1,850g 当たりの汚濁負荷から算定 9)
32.5 15.5 8.3 - - - 厨芥 100g 当たりの汚濁負荷から算定 11)
27.5 10.3 9.3 - - - 厨芥 100g 当たりの汚濁負荷から算定 11)
35.0 7.5 7.3 - - - 厨芥 100g 当たりの汚濁負荷から算定 11)
30.5 - 10.0 - - - 厨芥 100g 当たりの汚濁負荷から算定 11)
17.0 - - - - - 厨芥 100g 当たりの汚濁負荷から算定 12)
18.0 16.0 13.0 1.82 0.09 - 厨芥 250g 当たりの汚濁負荷から算定 24)
17.4 21.8 11.6 1.16 0.16 - 厨芥 250g 当たりの汚濁負荷から算定 24)
20.6 32.6 14.0 1.82 0.26 - 厨芥 250g 当たりの汚濁負荷から算定 24)
19.5 13.5 - 1.00 0.13 3.25 厨芥 100g 当たりの汚濁負荷から算定 25)
22.5 17.5 - 1.00 0.13 3.50 厨芥 100g 当たりの汚濁負荷から算定 25)
15.0 14.0 - 0.75 0.13 2.25 厨芥 100g 当たりの汚濁負荷から算定 25)
20.0 39.0 - - - - 厨芥 180g 当たりの汚濁負荷から算定 27)
20.1 38.9 - - - - 厨芥 180g 当たりの汚濁負荷から算定 27)
17.0 15.0 13.0 1.40 0.14 - 厨芥 250g 当たりの汚濁負荷から算定 29)
24.3 7.8 - 1.35 0.35 - 厨芥 100g 当たりの汚濁負荷から算定 32)
17.3 16.1 19.7 0.90 - - 実測値より推定 33)
26.8 33.4 17.3 1.98 0.25 - 厨芥 250g 当たりの汚濁負荷から算定 34)
23.1 20.2 14.3 1.27 0.20 3.00 平均値
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表 2-6-2-2　標準生ごみの汚濁成分増加量(生ごみ 250g 換算)
項目 汚濁成分濃度(㎎･L-1) 汚濁成分量(g･人-1･日-1)
BOD 5,690 28.5
SS 7,480 37.4
CODMn 5,120 25.6
T-N 261 1.31
T-P 49.4 0.25
n-Hexane 794 3.97
　　　表 2-6-2-3　汚濁成分増加量原単位の設定(g･人-1･日-1)
項目
文献値
(表 9より)
標準生ごみの分析値
（表 10 より）
設定値
BOD 23.1 28.5 27.5
SS 20.2 37.4 35.0
CODMn 14.3 25.6 25.0
T-N 1.27 1.31 1.40
T-P 0.20 0.25 0.25
n-Hexane 3.00 3.97 3.50
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2.7　ディスポーザ排水を含む台所排水の負荷原単位設定
2.7.1　調査概要
　ディスポーザ排水を含む台所排水のうち台所排水の負荷原単位は、小川らや小畑らおよ
び小島らの報告 36)37)38)をもとに設定し、ディスポーザ排水の負荷原単位濃度は、使用水量
および汚濁成分増加量の設定結果をもと算定した。
2.7.2　結果および考察
　ディスポーザを設置した一般家庭から発生するディスポーザ排水は、台所排水と同時に
排出される。そのためディスポーザ排水を含む台所排水の負荷原単位をそれぞれ台所排水、
ディスポーザ排水の負荷原単位設定結果として表 2-7-1 にまとめた。
　ディスポーザ排水は、台所排水と比べて使用水量は少ないが、生ごみを粉砕しているた
め汚濁成分は多く含まれており、BOD 量は、台所排水の 1.5 倍であった。
　台所から発生する排水の負荷原単位のうちディスポーザ排水を含む台所排水の水量は、
35L･人-1･日-1、排水濃度は、BOD:1,300 ㎎･L-1、SS:1,340 ㎎･L-1、T-N:100 ㎎･L-1、T-P:10 ㎎･
L-1、n-Hexane 抽出物:160 ㎎･L-1を負荷原単位と設定した。
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    表 2-7-1　ディスポーザ排水を含む台所排水の負荷原単位
項目 台所排水 ディスポーザ排水 合計
使用水量
(L･人-1･日-1)
30 5 35
BOD
(g･人-1･日-1)
18 27.5 45.5
SS
(g･人-1･日-1)
12 35 47
CODMn
(g･人-1･日-1)
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T-N
(g･人-1･日-1)
2.10 1.40 3.50
T-P
(g･人-1･日-1)
0.10 0.25 0.35
n-Hexane
(g･人-1･日-1)
2.10 3.50 5.60
BOD
(㎎･L-1)
600 5,500 1,300
SS
(㎎･L-1)
400 7,000 1,340
CODMn
(㎎･L-1)
- 5,000 -
T-N
(㎎･L-1)
70 280 100
T-P
(㎎･L-1)
3 50 10
n-Hexane
(㎎･L-1)
70 700 160
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2.8　ディスポーザ排水を含む台所排水の流入パターン設定
2.8.1　調査概要
　前述の集合住宅入居者4戸の一般家庭に設置した計測機器を用いて台所給水使用状況を5
分間隔で連続的に測定を行い、台所から排出される排水の流入パターン測定とした。測定
は、平成 12 年 10 月の 1 ヶ月間測定した結果を平均化して各戸の流入パターンとした。ま
た、平成 9 年 5 月から平成 10 年 4 月までの 1 年間、従業員社宅 8 戸(合計 23 人)の台所排
水を全量排水ピット槽に受け、排水ポンプの稼働状況から排水量を算出し 8 戸平均の流入
パターンとした。以上の 2つの平均流入パターンをもとに標準流入パターンを設定した。
2.8.2　結果および考察
　ディスポーザを設置した一般家庭 4 戸から発生する台所排水の平均流入パターンを図 2-
8-1 に示す。ディスポーザの使用回数は、家庭によりばらつきはあるが平均 2回･日-1、平均
排水量は、29.3L･人-1･日-1であり、設定したディスポーザ排水を含む台所排水の負荷原単位
が 35L･人-1･日-1と比較するとやや低い値であった。平均流入パターンは、午前中の 8 時～
10 時および夜の 20時～22 時にピークがあり、特に、20 時～22 時のピークが最大であった。
最大ピーク時のピーク係数は、日平均水量の 3.0 倍であった。また、従業員社宅で台所か
ら排出する排水の流入パターン測定を 2回行った。8戸の平均流入パターンを図 2-8-2 に示
す。従業員社宅においても一般家庭 4 戸の平均流入パターンと同様な傾向でり、午前中に
一つ大きなピークが認められた。従業員社宅は共働きの家庭がほとんどであるため一日の
うちの大多数を夕方以降に排出し、20 時～22 時にピーク係数 3.9 倍と 6.4 倍の最大ピーク
を確認した。以上の結果をもとに、標準流入パターンを設定し図 2-8-3 に示した。標準流
入パターン設定では、ディスポーザの使用回数が実測で 2 回･日-1であることから午前中の
ピーク時に 1回、夜のピーク時に 1回と考え、流入パターンを実測値に準拠して設定した。
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図2-8-1　一般家庭4戸平均の流入パターン(１人当たり）
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図2-8-2　従業員社宅の流入パターン(1人当たり）
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図2-8-3　ディスポーザ排水を含む台所排水の流入パターン
(１人当たり)
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2.9　本章のまとめ
一般家庭から発生する生ごみをディスポーザによって粉砕した場合の負荷原単位について
文献調査や実態調査の結果から設定を行い、設定結果を標準負荷原単位として表 2-9-1 に
まとめた。
(1) 一般家庭の生ごみ発生量は、文献調査および実態調査の結果をもとに統計処理を行い、
非超過確率 75%値を代表として 250g･人-1･日-1を標準とした。
(2) 生ごみ組成は、柑橘類やバナナの皮、リンゴの芯などに起因する果実類が平均 30%を占め、
野菜類と果実類で全体の 2/3 を占めていた。他に肉・魚介類、米飯類、茶殻などは、そ
れぞれ 12.5%,7.7%,5.6%程度であった。更に、一般家庭から排出するその他の生ごみの代
表的なものとして卵殻などが含まれており、標準生ごみ組成を決定する上で考慮する必
要があると判断された。
(3) 生ごみの三成分は、調査結果から負荷原単位設定は、水分 80%､乾燥固形物 20%であり乾
燥固形物のうち可燃物 17%､灰分 3%を標準として設定した。
(4) ディスポーザ排水による負荷量設定においてディスポーザを設置し増加した使用水量は、
文献調査、実態調査を考慮してディスポーザを設置することで増加する水量の負荷原単
位は、5L･人-1･日-1に設定した。
(5) 汚濁成分増加量は、標準生ごみの汚濁成分増加量として BOD:27.5g･人-1･日-1、SS:35.0 g･
人-1･日-1、CODMn:25.0g･人-1･日-1、T-N:1.40g･人-1･日-1、T-P:0.25g･人-1･日-1、n-Hexane
抽出物:3.50g･人-1･日-1とした。
(6) 一般家庭 4 戸の平均および従業員社宅での 8 戸平均の流入パターンをもとにディスポー
ザ排水を含む台所排水の標準流入パターンを設定した。
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　　　　　　　　　　表 2-9-1　標準負荷原単位まとめ
生ごみ量 250 g･人-1･日-1
増加水量 5 L･人-1･日-1
人参 45g(18%）
野菜
キャベツ 45g(18%)
バナナの皮 25g(10%)
リンゴ 25g(10%)果物
ｸﾞﾚｰﾌﾟﾌﾙｰﾂの皮 25g(10%)
魚 25g(10%)
肉、魚
鳥骨 20g(8%)
米飯 25g(10%)
茶殻 10g(4%)
標準生ごみ組成
(合計 250g)
卵殻 5g(2%)
水分 80%
可燃物 17%生ごみの三成分
灰分 3%
BOD 27.5g(5,500 ㎎･L-1)
SS 35.0g(7,000 ㎎･L-1)
CODMn 25.0g(5,000 ㎎･L-1)
T-N 1.40g(280 ㎎･L-1)
T-P 0.25g(50 ㎎･L-1)
汚濁成分増加
(250g/5L)
n-Hexane 抽出物 3.50g(700 ㎎･L-1)
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第３章　厨芥由来固形物の生物学的可溶化に関する性能評価
３．１ 緒言
　前章では一般家庭から発生する厨芥および台所排水に基づく負荷原単位を明らかにし、
厨芥排水の生物学的処理を行う上で客観的評価が可能な設定を見いだした。
　本章では、設定した厨芥および台所排水の負荷原単位をもとに厨芥由来固形物の生物学
的処理による最も効率的な方法を選定することに努めた。
　厨芥由来固形物含有排水を処理する研究として喜田ら 1)は、建設省建築研究所、大林組、
東京ガスの 3 社共同研究により建設省「バイオフォーカスＷＴ21」の研究成果のなかで、
厨芥固形物から有価物であるメタンガスを回収する方法に限定して研究・開発を行ってい
た。また、輿水ら 2)もメタン発酵に限定した開発であり、更に、今井ら 3)は、メタン発酵法
の変法である UASB(Upflow Anaerobic Sludge Blanket)法での報告がある。このように、ど
の方法も従来の固形物を減容化するメタン発酵法を前提として研究・開発を行っており、
厨芥由来固形物に適した方法の選択研究は行っていない。
　唯一、厨芥由来の固形物に対する生物学的処理方式の検討に関する研究としては、大久
保ら 4)が各種食品を対象にして回分試験を行っており、魚や野菜などの単一成分について嫌
気処理および好気処理を行い、それぞれの分解速度定数を測定した結果について報告して
いる。しかし、大久保らの報告では、米飯や魚など単一成分の測定結果であること、嫌気
処理では pH を制御していることなど基礎的な知見としては有益であるが処理槽設計を行う
上で必要な報告とは言い難い。そこで処理槽設計を行う上での知見をえるため本章では第 2
章で設定した標準生ごみを使用して厨芥由来固形物の生物学的可溶化に関する評価を試み
た。
　3.2 節では、標準生ごみに基づく厨芥由来固形物の生物学的可溶化に関する基礎実験につ
いて整理する。具体的には、厨芥由来固形物を用いて嫌気処理、好気処理、間欠ばっ気処
理の 3 方式による固形物可溶化速度を測定し、厨芥由来固形物の可溶化に適した方式の選
定に関する事項、生物的可溶化後の厨芥由来固形物残査の成分分析を行い、固形物残査の
特定に関する事項、固形物残査の粒度分布を測定し、粒径の変化と固形物残査の目視によ
る確認に関する事項、生物的可溶化後の処理濾液の分子量分画を行い、処理濾液の成分変
化に関する事項について分析方法、実験結果、考察などの知見を示す。3.3 節では、本章の
まとめについて整理をする。
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３．２ 　固形物可溶化基礎実験
３．２．１　排水の調整
　実験に使用した排水は、第 2 章で設定し、かつ、国土交通省（旧　建設省）の『総合技
術開発プロジェクト』で採用された標準生ごみ(表 2-4-2)を使用して調整を行った。
　家庭から発生する生ごみを粉砕したディスポーザ排水の負荷原単位は、生ごみ量 250g･
人-1･日-1、水量 5Ｌ･人-1･日-1であることからこれに準拠して排水を調整した。
　排水の調整方法は、標準生ごみ 250g をディスポーザ（TOTO 社製、品番 TJNDE100）に投
入・破砕(約 15 秒)した後、蒸留水を 4L 加えて破砕物を全量容器に受け、これを試料とし
た粉砕物 Aと粉砕物 Aを遠心分離機によって 3,000rpm、10 分間分離を行い、可溶性成分の
含まれる上澄水を廃棄した後、蒸留水を添加して調整した粉砕物 Bの 2種類を準備した。
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３．２．２　実験装置
　ディスポーザによって粉砕した標準生ごみの可溶化実験装置の概略および実験条件を図
3-2-2-1と表3-2-2-1に示す。粉砕した標準生ごみの可溶化方法として、生物学的排水処理
の代表的な方法である嫌気処理、好気処理、間欠ばっ気処理の3方式で実験を行った。3方
式の散気方法として嫌気処理は、装置内を嫌気化するとともに実験条件を統一するため窒
素を用いて実験装置内をばっ気し、好気処理は、空気によって実験装置内をばっ気するこ
とで装置内に酸素を供給し、好気条件の維持に努めた。更に、間欠ばっ気処理は、実験槽
内を嫌気、好気条件を繰り返すため窒素によって１時間ばっ気した後は、空気によって１
時間ばっ気を繰り返した。実験装置は、実容量 5L のガラス容器を使用し、装置内部の水温
を 25℃、15℃の 2 水準に調整するため温度制御を行い、粉砕物 A または、粉砕物 B と種汚
泥を 1L(MLSS 濃度：1,000 ㎎･L-1)混合させて総容量を 5L とした。植種した種汚泥は、好気
処理および間欠ばっ気処理では、合併処理浄化槽の接触ばっ気槽から分離した好気汚泥を、
嫌気処理では合併処理浄化槽の嫌気ろ床槽から分離した嫌気汚泥を添加した。実験装置内
部は、固形物を均一化するため攪拌機を用いて 60rpm の速度で撹拌を行った。ディスポー
ザ排水の設定濃度は、BOD:5,500 ㎎･L-1、SS:7,000 ㎎･L-1であることから 5)、可溶化実験に
おいても初期条件としてディスポーザ排水濃度をBOD:5,500㎎･L-1、SS:7,000㎎･L-1に調整
して、実験を開始した。
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恒温水槽(２５℃、１５℃）
 ﾓｰﾀｰ
冷却器
空気または、窒素ガス
図 3-2-2-1　可溶化実験装置
　　　　表 3-2-2-1 可溶化実験の実験条件
項目 数値
標準生ごみ量(g) 250
水量(L) 4
殖種汚泥Ｌ) 1
設定水温(℃) 25、15
　　　　可溶化槽実容量(L) 5
　　　　散気風量(L･min-1) 2
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３．２．３　分析方法
(1)厨芥由来固形物の固形物可溶化速度および MLVSS/MLSS の挙動
　厨芥由来固形物の可溶化実験を行うための測定指標として、槽内の MLSS および MLVSS を
測定した。MLSS および MLVSS は、0.45μm ガラス繊維濾紙にて捕捉した固形物をもとに、
下水試験法に準拠して分析を行った。
(2) 固形物残査の成分分析方法
　可溶化実験開始および終了時の槽内の澱粉質、蛋白質、脂質、繊維質を測定した。澱粉
質は、全糖と可溶性糖をフェノール硫酸法によって分析し、それらの差分をとることで算
定した 6)7)。また、蛋白質定量分析は、Lowry 法 8)に従った。脂質定量分析は、Bligh-Dyer
法 9)に従った。繊維質定量分析は、クロロホルム－メタノール溶液による脂質抽出後の残
渣を試料として、デタージェント法 10)11)12)に準じて行った。すなわち、繊維質は、各試料
についてセルロース、ヘミセルロースとリグニンの総量である NDF( Neutral detergent
fiber)値として表した。
以下に各成分分析の詳細を示した。
  ①澱粉質定量
全糖定量分析では 6)、分析試料 0.5ml に蒸留水 4.5ml を加え、湯煎にて 15 分間加熱して
澱粉質を可溶化した後、室温まで冷却した。次に、60%過塩素酸 5ml を添加し、室温で 20
分間適宜撹拌しながら抽出した後、蒸留水 20ml 添加した。3,000 rpm×10 分間の遠心分離
によって上清を回収した後、沈殿物に 60%過塩素酸を等量（2.5ml）添加して再抽出を行っ
た。２回の抽出で回収した上清を混合し、蒸留水を加えて容量を 50ml に調整した後、フェ
ノール硫酸法による分析に供した。ブドウ糖を標準物質として、試料中の全糖量を OD490 の
比色法により定量した。
可溶性糖定量分析では 7)、分析試料0.5mlに 80%エタノール水溶液25mlを添加し、一晩攪
拌した後、3,000rpm×10分間の遠心分離により上清を回収した。容量を蒸留水で30mlに調
整し、この試料をフェノール硫酸法による分析に供した。澱粉質含量は、下記の式で算定
した。
澱粉質(g･L-1)=(全糖(g･L-1)－可溶性糖(g･L-1))×0.9
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 ②蛋白質定量
蛋白質定量分析 8)では、分析試料 0.5 ml に 1N 水酸化ナトリウム水溶液 0.25 ml を添加
して 100℃、10 分間加熱することで水に不溶な蛋白質を溶解し、炭酸ナトリウムアルカリ
性水溶液(2%炭酸ナトリウム水溶液 50 ml を 0.5%硫酸第二銅・五水和物、1%クエン酸ナトリ
ウム混合水溶液1mlに添加して調整)を2ml添加して10分間静置した後、1N Folin試薬0.25
ml を添加して混合・発色させた。30 分間の静置後、牛血清アルブミンを標準物質(10～100
㎎・L-1)として OD750で比色定量した。
 ③脂質定量
脂質定量分析 9)では、分析試料 25 ml にクロロホルム－メタノール(1:2) 94 ml を加え、
1時間攪拌した後、3,000 rpm×10 分間の遠心分離によって上澄みを回収した。上澄み液を
分液ロートに移し、クロロホルム 30ml と蒸留水 30ml を加えて二相分離させ、クロロホル
ム層を分取し、ロータリーエバポレータで減圧下、濃縮乾固した。乾固物にクロロホルム
-メタノール(1:2)溶液約 1 ml、クロロホルム約 1 ml を加えて順次溶出させながら脂質分を
回収し、あらかじめ恒量した秤量瓶に移した後、デシケータ内で 6 時間以上吸引してクロ
ロホルムを除去し、秤量により油脂量を定量した。
 ④繊維質定量
繊維質定量分析 10)11)12)では、各試料についてセルロース、ヘミセルロースとリグニンの
総量である NDF( Neutral detergent fiber)値、セルロースとリグニンの合計量である ADF
(Acid detergent fiber)値、およびリグニン量を測定し、これらの値に基づいてセルロー
ス、ヘミセルロースとリグニンの各量を算出した。
NDF 値の測定は、以下の手順でおこなった。脂質抽出後に残った水層約 80mlを 5分間煮
沸して、澱粉質を溶解した。次に、70 mM リン酸緩衝液(pH6.8) 30 ml を加え、1%α-アミ
ラーゼ水溶液 20 ml と 3 M 塩化ナトリウム 0.4 ml を加えて 37℃、30 分間で澱粉質を酵素
分解した。遠心分離(3,000 rpm、10 min)により残渣を回収して、中性デタージェント溶液
(SDS, 30 g；EDTA･2Na, 18.61g；Na2B4O7･10H2O, 6.81g；Na2HPO4, 4.56g；2-ethoxy-ethanol,
10 ml) 100ml に懸濁し、亜硫酸ナトリウム 0.5g とデカヒドロナフタレン 2ml を加えて 60
分間煮沸した。煮沸後、試料をガラス繊維ろ紙で吸引ろ過し、ガラス繊維ろ紙上の残渣を
加熱蒸留水で洗浄した後、アセトンで 2回洗浄して風乾し、105℃で乾燥させて秤量した。
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さらに 500℃で６時間加熱し、得られた灰分を秤量した。NDF 値は下式により算出した。
 NDF(g･L-1)=［105℃乾燥重量(g･L-1)］－［灰分重量(g･L-1)］
ADF 値の測定は、以下の手順で行った。脂質抽出後の残渣に酸性デタージェント溶液
(20g/L セチルトリメチルアンモニウムブロミド； 1N H2SO4) 100 ml とデカヒドロナフタリ
ン 2 ml を加えて、60 分間煮沸した。煮沸後、試料をガラス繊維ろ紙で吸引ろ過し、ガラス
繊維ろ紙上の残渣を加熱蒸留水で洗浄した後、アセトンで 2回洗浄して風乾し、105℃で乾
燥・秤量した。さらに 500℃で６時間加熱し、灰分を得た。ADF 値は下式により算出した。
 ADF(g･L-1)=［105℃乾燥重量(g･L-1)］－［灰分重量(g･L-1)］
リグニンの測定は、以下の手順で行った。ADF 値測定時に調製したアセトン洗浄ガラス
繊維ろ紙を 20 ml の 72%冷硫酸水溶液中に浸して４時間攪拌し、その後、ガラス繊維ろ紙上
の試料を蒸留水で洗い流して回収した。次いで、回収した懸濁液の容量を 400 ml に調整し
てから室温で一晩放置した。懸濁液をガラス繊維ろ紙で吸引濾過し、熱水で試料を洗浄後、
105℃で乾燥し、秤量した。さらに 500℃、６時間の加熱により灰分を得て、リグニン値を
下式により算出した。
リグニン(g･L-1)=［105℃乾燥重量(g･L-1)］－［灰分重量(g･L-1)］
NDF 値、ADF 値とリグニン値から、それぞれ以下の算出式により、各繊維量を求めた。
 セルロース(g･L-1)=ADF(g･L-1)－リグニン(g･L-1)
 ヘミセルロース(g･L-1)=NDF(g･L-1)－ADF(g･L-1)
  
  ⑤灰分定量
　標準生ごみ 250g を予め恒量した秤量瓶に移し、乾燥機で 105℃、24 時間乾燥させた。秤
量瓶を取り出してデシケータ内で 30 分間放冷した後、乾燥重量を秤量し、次に、加熱炉で
650℃、2 時間加熱させた。加熱後、常温まで冷却させ、灰分を含む秤量瓶を秤量し、予め
恒量した秤量瓶の重量との差分から灰分重量とした。
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 (3)固形物残査の粒度分布測定方法
　実験開始時及び実験終了時の槽内固形物の粒度分布をふるい(目開き 13.2 ㎜、5.6 ㎜、
3.4 ㎜、2.0 ㎜、1.0 ㎜、0.6 ㎜の 6 種類､JIS Z 8801)を用いて分級した。分級方法は、目
開きの小さいふるいが下になるように重ね、順次濾過をおこなった。ふるいの上に捕捉さ
れた固形物は、ふるいを重ねたまま 5L・min-1の水流で上段のふるいから順次固形物を洗っ
た後、各ふるいの固形物を回収して 110℃、24 時間乾燥させて乾燥重量比より分布を明ら
かにした。
(4)可溶化成分の分子量分画方法
　実験開始時及び実験終了時の各試料について遠心分離(3,000rpm×10 分間)を行い上澄み
を分離し、更に、0.45μm ガラス繊維濾紙で濾過した濾過液を用いた。分子量分画は、ゲ
ルクロマトグラフィ-で行った。SephadexＧ-15(Amersham Pharmacia Biotech)147ｇを精製
水によって膨潤させ、φ2.5 ㎝×100 ㎝ガラスカラムに 90 ㎝まで充填した 13)14)15)。これに
それぞれ濾過液を TOC 濃度で 175 ㎎･L-1に調整した試料溶液 10ml を添加して分子量分画を
開始した。溶離液には、精製水によって溶離速度1.0ml･min-1で溶出させ、溶出試料を10ml
ずつ分取した。溶出試料の分析は、TOC 分析計(島津製作所　TOC-500)にて TOC 濃度を測定
し、これを有機物量の指標とした。また、溶出試料の可溶性糖定量分析は、フェノール硫
酸法 6)7)で、蛋白質定量分析は、Lowry 法 8)で行った。有機酸定量分析は、キャピラリー電
気泳動(Agilent Technologies G1600A)にて測定した。なお、カラムの充填状況およびゲル
粒子外部間隙の水容積(排除容量：V0)を確認するため Blue DEXTRAN 2000(Amersham
Pharmacia Biotech)を用いた。更に、可溶性糖と蛋白質および有機酸の代表物質であるグ
ルコース(和光純薬製)(分子量：180)とアルブミン(和光純薬製)(分子量：67,000)と酢酸
(和光純薬製(分子量：60)を用いて溶出位置を確認した。確認にあたっては、それぞれ水
溶液を TOC で 100 ㎎･L-1に調整してそれぞれ 10ml を添加しゲルクロマトに付した。
表 3-2-3-1　使用したゲルの性質 15)16)
種類 SephadexＧ-15
粒子直径(μm) 40～120(乾燥)
保水量(ml 水･g 乾燥ゲル-1) 1.5±0.2
カラム容量(ml･g 乾燥ゲル-1) 2.5～3.5
ペプチドおよび球状蛋白質 ～1,500分画
可能
範囲 デキストラン ～1,500
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３．２．４結果と考察
（１） 厨芥固形物の固形物可溶化速度
　標準生ごみをディスポーザによって粉砕した粉砕物 A について嫌気処理、好気処理、間
欠ばっ気処理を行い、固形物濃度の経日変化の推移を図3-2-4-1、粉砕物Bについてのそれ
を図-3-2-4-2 に示した。固形物の分解速度として一般的に下水処理場の汚泥の分解速度式
が知られている 17)。生ごみに起因する固形物の可溶化速度は、下水処理場の汚泥と同様の
分解速度が得られると考えた場合、(1)の一次式となる。
　　　　ｄＣ／ｄｔ＝－ｋ・Ｃ　　　　　　　　　(1)
　　　　Ｃ：固形物濃度
　　　　ｋ：分解速度定数
しかし、固形物に難分解成分が含まれている場合、(1)の式からずれる。そこで大久保ら 4)
は難分解性の固形物を考慮した固形物の減少過程として次式を用いている。
　　　ｄＣ／ｄｔ＝－ｋ・（Ｃ－Ｃ＊）　　　　　　(2)
　　∴Ｃｔ＝Ｃ＊＋（Ｃ0－Ｃ＊）・exp（－ｋ・ｔ）
　また、
　　∴ｌｎ（（Ｃ０―Ｃ＊）／（Ｃｔ―Ｃ＊））＝ｋ・ｔ
　　　　Ｃｔ：ｔ日後の固形物濃度
　　　　Ｃ０：初期固形物濃度
　　　　Ｃ＊：難分解性固形物濃度
　　　　ｋ：分解速度定数
　生ごみに起因する固形物は、セルロースや無機成分などの難分解性成分が含まれている
ことから(2)の式をもとに解析を行った。なお、植種した微生物は、可溶化している成分
および固形物を補食して増殖するが、長期間では生ごみ固形物と同様に可溶化すると仮定
した。また、粉砕物 A、粉砕物 B の難分解性濃度(Ｃ＊)および分解速度定数（ｋ）を表 3-
2-4-1 に示した。本実験は、同一成分（標準生ごみ）、同一環境条件(温度、攪拌)であっ
たためＣ*は一定とした。よって、Ｃ*は、最も収束した値を選び、また、ｋは最小二乗法
より求めた。Ｃ＊は、分解温度の違いや粉砕物 A や粉砕物 B の違いに関係なく MLSS1,690～
1,830 ㎎･L-1 とどの条件でも同程度の濃度であった。以上の結果から設定 MLSS:7,000 ㎎・
L-1の生ごみのＣ*は、MLSS1,800㎎･L-1を代表値とし、標準生ごみの25.7%が難分解性成分で
占められていた。
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　次に、嫌気処理のｋは、好気処理の 0.081～0.096 日-1や間欠ばっ気処理の 0.063～0.078
日-1 と比較して 0.028～0.041 日-1 と小さい値であった。嫌気処理は、一般的に酸生成過程
とメタン発酵過程を経て処理されている。メタン発酵過程で関与するメタン菌は、温度依
存性(35℃付近と 55℃付近)が高いことが知られている 18)。本研究では、常温で固形物分解
性を検討しており、メタン菌の至適温度よりも低いためメタン発酵過程が進行しにくい。
また、pH 調整を行っていないため pH5.5 程度まで低下し、メタン発酵が進行しにくい条件
であった 19)20)21)。その結果、嫌気処理での分解速度定数が小さくなったと推測した。嫌気
処理による固形物分解性を向上させるためには 35℃や 55℃程度までの加温や pH 調整を適
正に行う必要があると考えられた。
　更に、好気処理では、ｋが 0.081～0.096　日-1 と他の処理と比べてもっとも高く、初期
の段階から分解が進んだ。固形物濃度は、いずれも 30 日程度でほぼ一定になっていること
から 30 日程度が処理時間の目安になると推測された。また、間欠ばっ気処理では、ｋが、
0.063～0.078 日-1 と好気処理よりもやや劣るものの嫌気処理よりも高い値を示した。処理
開始後15日程度までは、MLSSの減少が遅く、嫌気処理と同様な傾向であったが、その後は、
分解解速度が大きく 30日以降は好気処理と同じ濃度で推移した。粉砕物 Bの可溶化実験で
は、それぞれの処理方法のｋは粉砕物 A のそれよりも概ね高くなっていた。その理由とし
て粉砕標準生ごみの可溶化成分を除去して実験を開始したため、微生物が、実験開始から
直接固形物を可溶化し始め、ｋが大きくなったと考えられた。なかでも 25℃における間欠
ばっ気処理のｋの変化が大きかった。これらの結果、実験開始当初から好気処理は、固形
物の可溶化が最も早く、次いで間欠ばっ気処理の順であった。間欠ばっ気処理は、固形物
の可溶化速度が好気処理に比べ劣るが30日でほぼ可溶化が終わり、30～50日では好気処理
と同じ挙動を示した。なお、ｋは、水温が高い方が大きかった。
　次に、粉砕物 A および粉砕物 B の嫌気処理、好気処理、間欠ばっ気処理における
ln((C0-C*)/(Ct-C*))と時間(t)との関係を図 3-2-4-3、図 3-2-4-4 に示した。どの図ともプ
ロットにばらつきがあるが、ln((C0-C*)/(Ct-C*))と時間(t)との関係に直線性が見られるこ
とからｋは、一次式で近似でき、(2)式が妥当であることが判った。
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　　　　　　の挙動（水温 15℃および 25℃）
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表 3-2-4-1　各処理条件のおける速度定数および難分解性固形物濃度
水温 処理条件
C*
(㎎･L-1)
ｋ
(日-1)
嫌気処理 0.033
好気処理 0.08825℃
間欠ばっ気処理
1,810
0.063
嫌気処理 0.028
好気処理 0.082
粉砕物 A
15℃
間欠ばっ気処理
1,830
0.069
嫌気処理 0.041
好気処理 0.09625℃
間欠ばっ気処理
1,800
0.078
嫌気処理 0.031
好気処理 0.081
粉砕物 B
15℃
間欠ばっ気処理
1,690
0.063
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（２）厨芥由来固形物の MLVSS/MLSS の挙動
　粉砕物 A の嫌気処理、好気処理および間欠ばっ気処理における MLVSS/MLSS の挙動を図
3-2-4-5 に示した。嫌気処理における MLVSS/MLSS 比は、時間が経過しても 0.8 程度と可溶
化が余り進行していなかった。しかし、好気処理および間欠ばっ気処理では、可溶化が十
分に進んでいることから 30 日程度で 0.6 程度まで小さくなり可溶化の進行していることが
明らかになった。
これらの結果から嫌気処理は、標準生ごみの可溶化分解の進行が遅く、50 日を経ても生
ごみの可溶化が終了していないため MLVSS/MLSS 比が高い値となっていた。また、好気処理
では、30 日程度で可溶化が終了し、その後は微生物の自己消化も進行したことで固形物の
有機性成分が減少したことにより MLVSS/MLSS 比が 0.6 程度まで小さくなった。更に、間欠
処理では、20 日ごろまでは嫌気処理とさほど違いはないが、それ以後は値が小さくなって
いた。これらの結果から間欠ばっ気処理と好気処理では 30～50 日で MLVSS/MLSS が安定し
ており、可溶化が 30 日でほぼ終了したことがわかった。なお、水温 25℃と水温 15℃との
差はみられなかった。
- 52 -
  
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
0 20 40 60
日数（日）
ML
VS
S/
ML
SS
嫌気処理
好気処理
間欠ばっ気処理
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
0 20 40 60
日数（日）
ML
VS
S/
ML
SS
嫌気処理
好気処理
間欠ばっ気処理
15℃
２5℃
図 3-2-4-5　粉砕物Ａの嫌気処理、好気処理および間欠ばっ気処理の
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 (3)　固形物残査の成分分析
粉砕物 Aの可溶化試験開始時および 25℃における嫌気処理、好気処理、間欠ばっ気処理の
終了時(50 日後)における固形物に含まれる成分分析結果を図 3-2-4-6 に示した。標準生ご
みは、野菜、くだもの、肉などを材料としていることから澱粉質、蛋白質、脂質、可溶性
糖が多く含まれていた(表 3-2-4-2)。そのなかで嫌気処理の残渣成分は、澱粉質、蛋白質、
脂質とも減少はしているものの、残存している割合も多く可溶化分解が完了していないこ
とが示唆された。また、セルロースに起因する繊維質は、未分解のままその大部分は残渣
として残っていた。
　好気処理、間欠ばっ気処理では、澱粉質、蛋白質、脂質、可溶性糖ともほぼ分解が終わ
っていた。総残渣の約 60%は、繊維質及び灰分に起因しており、セルロースに基づく繊維質
は、分解されずに難分解成分として大部分が系内に残っていることが解った。以上のこと
から、どの処理方法でも繊維質および灰分の多くが可溶化せずに固形物として系内の残り、
流出しない限りそのまま蓄積することが明らかとなった。
　
  図 3-2-4-6　嫌気処理、好気処理および間欠ばっ気処理における
　　　　　　固形物残査の成分分析結果（50 日後）
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表 3-2-4-2　標準生ごみの成分分析結果
湿潤重量
(g)
湿潤重量
(%)
乾燥重量
(%)
澱粉質 3.3 1.3 6.6
蛋白質 14.3 5.7 28.7
脂質 10.0 4.0 20.1
可溶性糖 9.7 3.9 19.5
セルロース 3.7 0.2 7.4
ヘミセルロース 0.3 1.5 0.6
繊
維
質
リグニン 0.7 0.2 1.4
灰分 7.8 3.1 15.7
水分 200.2 80.1 ―
合計 250 100 100
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(4)　固形物残査の粒度分布
標準生ごみをディスポーザによって粉砕した後の粉砕生ごみ固形物と各処理により 50 日
間可溶化実験を行った後の残渣固形物の粒度分布を図 3-2-4-7 に示した。
ディスポーザによって粉砕した生ごみは、ふるい目 5.6 ㎜や 3.4 ㎜のふるいに残る比較的
大きな粒経のものが全体の 50%程度であり、ふるい目 0.6 ㎜で透過する粒径は約 20%にすぎ
なかった。図 3-2-4-8 に示すようにディスポーザの粉砕機構は、ナイフのように生ごみを
鋭利な刃で切り裂くのではなく、回転するランナー上にあるハンマーとディスポーザの本
体に固定されている固定刃の間に生ごみが入り、引き千切る機構を採用しているため比較
的粒径の大きな粉砕物になっているものと考えられる。
　嫌気処理、好気処理、間欠ばっ気処理とも実験終了時の粒度分布はほぼ同じであった。
これは、50 日間機械攪拌及びばっ気攪拌によって槽内で固形物が流動および可溶化が進行
したことにより粒径が小さくなったと考えた。しかし、目視観察で粒径が 1.0 ㎜以上のも
のは、茶殻やバナナの皮の繊維と考えられるものが確認でき、機械攪拌、ばっ気攪拌およ
び微生物分解でも粉砕、分解されずに残存することがわかった。この結果からもセルロー
スなどに起因する繊維質が未分解のまま残存していることが明らかとなった。
図 3-2-4-7　嫌気処理、好気処理および間欠ばっ気処理における
　　　　　 固形物残査の粒度分布(50 日後)
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図 3-2-4-8 ディスポーザによる生ごみ粉砕機構概略 
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 (5) 可溶化成分の分子量分画
　厨芥由来固形物の生物的可溶化後の濾過液についてゲルクロマトによる分子量分画を行
った結果を図 3-2-4-9 に示した。また、排除容量および各化合物の溶出容量を表 3-2-4-3
に示し、本実験での排除容量 V0は、210ml あった。
　標準溶液としてグルコース、卵アルブミン、酢酸を添加した場合、溶出容量ピークがそ
れぞれ 370ml、210ml、330ml であり、卵アルブミンは分子量が 67,000 程度であることから
排除容量 V0と同一の位置であった。この標準溶液の溶出容量ピークの位置と図 3-2-4-9 の
ゲルクロマトの分子量分画結果を比較すると標準生ごみの粉砕後の濾過液は、グルコース
と同一の 370ml 付近に最大ピークのある比較的低分子の化合物が多く含まれており、もう
一つ分子量の大きな排除容量と同一の部分に小さなピークが認められた。そこで、溶出容
量ピークの成分を特定するためゲルクロマトのフラクションについて蛋白質、可溶性糖の
分析を行った。標準生ごみの粉砕後の濾過液の成分分析結果を図 3-2-4-10 に示した。その
結果、210ml付近の高分子化合物は、蛋白質に起因しており、370ml付近の低分子化合物は、
可溶性糖に基づいていることが解った。次に、生物的可溶化後の嫌気処理の濾過液は、
280ml 付近に最大の溶出容量ピークがあった。しかし、図 3-2-4-11 の流出容量ピークの成
分分析結果では、少量の蛋白質が認められたのみであった。嫌気処理の濾過液は、pH が低
く、一般的に有機酸が生成していることが知られており、ゲルクロマトで有機酸の代表物
質として酢酸を展開した場合、分子量が 60 と小さいにもかかわらず、グルコースの溶出容
量 370ml よりも溶出容量ピークが 330ml と小さかった。この結果は、pH の相違、静電的相
互作用などの影響により分子量の依存からずれる場合があるとの報告 22)から嫌気処理の濾
過液は、有機酸によるピークと推測し、キャピラリー電気泳動法にて成分分析した結果、
有機酸(酢酸、プロピオン酸、酪酸、吉草酸)を確認した。好気処理、間欠ばっ気処理の場
合、排除容量である 210ml と同一の位置に溶出容量ピークがあり、分子量が 1,500 以上の
高分子化合物と考えられた。更に、好気処理および間欠ばっ気処理の濾過液は、微生物処
理が終了した後の処理水であるため含まれている成分は、生物分解容易な低分子成分が少
なかった。実際に図3-2-4-12、図3-2-4-13の成分分析結果から、蛋白質に起因したピーク
であった。一般に、処理水に含まれる物質は、生物代謝産物である難分解性成分との報告
23)があることから、好気処理および間欠ばっ気処理の濾過液に含まれる成分は、生物代謝
産物の難分解成分であり、蛋白質に由来していることが解った。
　以上のことから、好気処理および間欠ばっ気処理後の可溶化液は、生物分解が困難な成
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分が含まれているのに対し、嫌気処理後の可溶化液は、可溶化容易な成分である有機酸が
含まれており後段の処理に影響を与えることが示唆された。
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図 3-2-4-9　ゲルクロマトグラフのフラクション変化
　　表 3-2-4-3　排除容量および各化合物、分子評価物質の溶出容量
容量(ml)
排除容量(V0)  　　　　 　 210
グルコース(分子量：180)  　　　　         370
卵アルブミン(平均分子量：67,000) 210
酢酸(分子量：60) 330
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図 3-2-4-10　フラクションの成分分析結果
　　　　　　(標準生ごみ粉砕ろ過液)
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図 3-2-4-11　フラクションの成分分析結果
　　　　　　(嫌気処理後のろ過液)
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図 3-2-4-13　フラクションの成分分析結果
　　　　　　(間欠ばっ気処理後のろ過液)
図 3-2-4-12　フラクションの成分分析結果
　　　　　　(好気処理後のろ過液)
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3.3　本章のまとめ
　ディスポーザから排出される排水のうち固形物を効率的に可溶化できる処理方法を検討
するため固形物の可溶化実験を嫌気処理、好気処理、間欠ばっ気処理の三方式について検
討を行った。
１） 標準生ごみをディスポーザで粉砕した固形物の可溶化実験において、分解速度定数
(ｋ)は、嫌気処理で 0.028～0.041 日-1、好気処理で 0.081～0.096 日-1、間欠ばっ気処
理で 0.063～0.078 日-1であり、生ごみ固形物の分解は、好気処理＞間欠ばっ気処理＞
嫌気処理の順で速度が速いことが明らかになった。また、分解速度定数は、15℃より
も 25℃の方が高い傾向にあった。更に、MLSS 濃度が 7,000 ㎎･L-1の標準生ごみの難分
解性濃度(C*)は、1,800 ㎎･L-1程度であった。
２） 好気処理および間欠ばっ気処理では、30～50 日で MLVSS/MLSS の挙動は安定し、0.6 程
度であった。しかし、嫌気処理では、可溶化が進んでいないため 0.8 程度に留まって
いた。
３） 固形物可溶化実験において 50 日経過した時に系内に残る固形物残渣の成分分析及び粒
度分布の測定を行った結果、固形物残渣に含まれる成分は、セルロースに起因する繊
維質や卵殻が分解されずにどの処理方法でも残存しており、繊維質や卵殻が難分解成
分として系内に蓄積することが明らかとなった。また、成分分析の結果から、好気処
理および間欠ばっ気処理における灰分は、固形物残査の 40％程度であり、MLVSS/MLSS
が 0.6 との結果と一致していた。
４） 固形物可溶化実験の 50 日経過後の試料についてふるいにより粒度分布の調査を行った
結果、3方式とも 70%以上が 0.6 ㎜以下の粒径であった。しかし、比較的大きな固形物
を目視で観察してみると茶殻やバナナなどに起因するであろう繊維と見られる比較的
粒径の大きなものが残存しており、このことは、固形物残査の成分分析で繊維質に由
来するセルロースが多く分析された結果と一致した。このことから繊維質が難分解成
分の一つであるとの裏付けを得た。
５） 固形物可溶化実験の 50日経過後の濾過液について分子量分画を行った結果、嫌気処理
では、有機酸に起因した比較的低分子の成分が確認された。しかし、好気処理および
間欠ばっ気処理後の濾過液は、分子量 1,500 以上で微生物には難分解性成分の蛋白質
に起因した成分が含まれていた。このことから嫌気処理では、更に、生物処理が必要
な成分が含まれているため後段の処理に影響を与えると考えられた。
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第４章　高濃度排水の生物学的処理評価
４．１　緒言
　第３章では、ディスポーザ排水に含まれる固形物の可溶化について論じ、可溶化方法、
可溶化槽容量、可溶化率、固形物残渣の性状などを明らかにし、可溶化槽の設計に有益な
知見を得ることができた。
　本章では、厨芥由来固形物の可溶化後の排水および厨芥由来固形物を取り除いたディス
ポーザ排水といった比較的厨芥由来固形物を含まない排水について高負荷で処理が可能な
方法を見いだすとともに排水処理槽の設計に必要な知見を得ることを目的とした。
　排水の高負荷処理を行う方法として固定した担体に付着した生物膜により処理を行う接
触ばっ気方式 1)2)と流動した担体の表面に生物膜を付着させ排水浄化を行う流動床方式 3)4)
が知られている。接触ばっ気方式の設計を行うため一般的に知られている式として、洞沢 5)
が流入 BOD 容積負荷と除去 BOD 量との関係式を導き出している。しかし、流動床方式につ
いてこのような関係式は未だ導きだされていないため槽の設計を行う上で最適設計ができ
ていないのが現状である。そこで流動床方式における流入 BOD 負荷と除去 BOD 量との関係
を明らかにする。また、接触ばっ気方式においてより良い接触材を模索した結果、微生物
の保持量が多い接触材についてその処理性能も同時に検討した。
　4.2 節では、4種類の代表的な流動担体を用いて各流動担体による処理性能や槽内保持汚
泥量の相違に関する知見を基礎実験によって得るとともに、これらの結果をもとに流入 BOD
負荷と除去 BOD 量との関係を明らかにすることで設計に必要な知見を整理する。また、汚
泥付着能の高い接触材を一つ選定し、それと流動担体との性能比較を行い明らかになった
知見を示す。4.3 節では、本章のまとめについて整理をする。
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４．２　流動床法等による高負荷処理の性能評価
４．２．１ 　排水の性状
　実験に使用した排水は、第 2章の表 2-4-2 に示す標準生ごみ 250g をディスポーザ（TOTO
製、品番 TJNDE100）に投入・破砕した後、蒸留水を 5L 加え、破砕物を全量容器に受け、15
分間静置した上澄水を用いた。
４．２．２ 　実験装置
　実験装置は、5L の反応槽に流動担体を 35%充填し、合併処理浄化槽の接触ばっ気槽内汚
泥を MLSS：1,000 ㎎･L-1、ディスポーザ粉砕標準生ごみの上澄水を設定 BOD：2,000 ㎎･L-1、
SS：1,000 ㎎･L-1になるように調整し実験を開始した。流入水 BOD 容積負荷は、0.5、1.0 ㎏･
（m3･日）-1、と順次負荷を上げ、2,0 ㎏･（m3･日）-1で 3 ヶ月間運転を行った。また、放流
水は、浄化槽放流が可能な平均 BOD：200 ㎎･L-1、平均 SS：200 ㎎･L-1を目標水質とした。
　次に、流入負荷の高い場合に流動床法の他に接触ばっ気法の適用可能性を検討するため
網目状接触材を充填して同一の実験を行った。接触材の充填方法として接触材の上端部の
みを固定し、下端部は固定せず、吊り下げた状態とした。接触材の充填率は 60%し、その他
の条件は流動担体と同一とした。
 流動担体または、接触材
流入水
放流水
散気管 沈殿槽
返送汚泥
図 4-2-2-1　流動床法および接触ばっ気法の実験装置
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４．２．３　流動担体および接触材の性状と物性
　使用した流動担体は、比表面積のほぼ同一のものについて選定し、スポンジ状立方体
(No.1)、中空円筒(No.2)、活性炭担持立方体(No.3)、無機系球状(No.4)の 4 種類を用いた。
また、接触材は多積層網目状(No.5)の 1 種類を使用した。それぞれの性状を表 4-2-3-1、表
4-2-3-2 に示す。各流動担体の大きさは、10 ㎜を基準として一辺および直径を同一にした。
また、それぞれの物性を表 4-2-3-3 に示す。物性値については比重(乾燥時、膨潤時)、空
隙率および比表面積は、カタログ値を、平均開口径は、表面性状の顕微鏡写真による開口
径分布の平均値から算定し、ゼータ電位は、大塚電子 ELS-6000 にて蒸留水中で測定した。
４．２．４　分析方法
　基礎実験を行うための測定指標として、流入水および放流水の BOD、SS、n-Hexane 抽出
物の測定および槽内の MLSS 濃度および MLVSS 濃度を測定した。分析方法は、下水試験法に
準拠した。
　　　　　　　　　　表 4-2-2-1　実験条件
項目 数値
処理槽容量(L) 5
植種汚泥(Ｌ) 1
水　温　(℃) 13
散気風量(L･min-1) 2
流入水量(L･日-1) 5.0
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表 4-2-3-1　流動担体の性状
名称 スポンジ状(No.1) 中空円筒(No.2)
外観
材質 ポリウレタン ポリプロピレン
形状 立方体 中空円筒
サイズ
(㎜) 10×10×10 φ10×H10
名称 活性炭担持(No.3) 無機系(No.4)
外観
材質 活性炭＋ポリプロピレン ケイ素
形状 立方体 球状
サイズ
(㎜) 10×10×10 φ10
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表 4-2-3-2　接触材の性状
接触材
多積層網目状(No.5)
外観
材質 ポリエチレン
形状 網目状
サイズ(㎜) 65×30×20
表 4-2-3-3　流動担体および接触材の物性
流動担体 接触材
No.1 No.2 No.3 No.4 No.5
比重(乾燥時)
(―)
0.065 0.245 0.044 1.0 6.86
比重(膨潤時)
(―)
1.03～1.05 0.98 0.96～1.24 1.1～1.3 0.95
空隙率
(%)
93 75 95 53 ―
平均細孔径
(μm)
680 720 95 39 ―
比表面積
(m2･m-3)
650 450 530 800～500 450
　ゼータ電位(mV)
(pH:7.0)
-56.3 -68.4 -56.2 -57.2 ―
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４．２．５　結果と考察
（１）　流動担体を用いた処理水質の性状
　流入水 BOD 容積負荷を高めながら基礎実験を行った結果、処理水の BOD 濃度および SS 濃
度の推移を図 4-2-5-1、図 4-2-5-2 に示す。また、流入水の設定 BOD 容積負荷が 2.0 ㎏･（m3･
日）-1における流入水及び各担体を使用した時の処理水質を表 4-2-5-1 に示す。
　スポンジ状担体(No.1)および中空円筒担体(No.2)を充填した試験槽では、その処理水 BOD、
SS とも 200 ㎎･L-1 付近で試験期間中安定した水質を維持していた。しかし、活性炭担持担
体(No.3)および無機系担体(No.5)を充填した試験槽では、処理水のばらつきが大きく、ま
た、目標水質である BOD：200 ㎎･L-1、SS：200 ㎎･L-1を大きく上回っていた。スポンジ状担
体(No.1)および中空円筒担体(No.2)は、平均細孔径の大きさが微生物フロック(数百μm)よ
り大きく、また、微生物フロックを多く保持できる空隙が多いといった物性特性を有し、
多くの汚泥を保持できる構造であるため水質が安定したと推測した。本試験により BOD 容
積負荷2.0㎏･(m3･日)-1と高い状態でも適切な流動担体を選定することにより下水道放流可
能な水質を担保できることが明らかになった。
図 4-2-5-1　各担体における処理水 BOD の径日変化
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表 4-2-5-1　流入水の性状および各担体における処理水質の変化
放流水
流入水
No.1 No.2 No.3 No.4
ｐＨ
(－)
6.63
(5.25～6.96)
7.01
(6.78～7.21)
6.98
(6.62～7.18)
6.78
(6.26～7.05)
6.86
(6.42～7.01)
BOD
(㎎･L-1)
2,200
(1,700～2,900)
180
(70～260)
200
(60～260)
260
(80～430)
310
(80～530)
SS
(㎎･L-1)
1070
(625～1,640)
110
(35～220)
130
(10～210)
170
(20～380)
210
(70～410)
n-Hexane
(㎎･L-1)
256
(89～494)
5.5
(1.3～16.7)
5.2
(0.7～15.6)
3.2
(0.0～7.7)
5.3
(0.3～14.3)
図 4-2-5-2　各担体における処理水 SSの径日変化
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（２）　実験槽内汚泥量
　実験終了時の実験槽内の保持汚泥量を測定した。結果を表 4-2-5-2 に示す。担体の種類
によって保持されている汚泥の量に違いがあり、スポンジ状担体(No.1)を充填した実験槽
がもっとも汚泥保持量が多く、中空円筒担体(No.2)、活性炭担持担体(No.3)、無機系担体
(No.4)の順で保持量は小さくなっていた。この結果は、3.1.1 で推測した流動担体の汚泥保
持量が多いほど水質性状が良好であることの裏付けであった。使用した流動担体は、比表
面積がほぼ等しいものを使用していることから比表面積の大きさよりも空隙率や平均細孔
径等の担体性状が汚泥保持量に影響することが判った。なお、ゼータ電位と汚泥の付着量
との間には相関が見られなかった。
表 4-2-5-2　各流動担体の槽内汚泥保持量
No.1 No.2 No.3 No.4
汚泥重量
(g･(5L)-1)
19.3 13.3 9.2 7.8
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（３）　流入水 BOD 負荷量と処理水 BOD 除去量との関係
　洞沢は、接触ばっ気法において多くのテストプラントおよび実際の処理場データから接
触ばっ気槽へ流入する流入水 BOD 負荷量(LO)および処理水 BOD 除去量(LR)の関係から(1)式
を得ている 5)。
　　　　　　LR=0.845･LO0.966　　　　　　(1)
　　　LO：流入水 BOD 負荷量［g･(m3･日)-1］
　　　LR：処理水 BOD 除去量［g･(m3･日)-1］
　　　　(適用範囲：40～6,000 g･(m3･日)-1)
　洞沢の式を用いることにより、接触ばっ気法による処理槽の設計が比較的容易に行える
利点がある。
　本実験では、流動床方式において流入水 BOD 負荷量と処理水 BOD 除去量との関係を明ら
かにし、更に、流動担体の違いによる流入水 BOD 負荷量と処理水 BOD 除去量との関係も示
すことに努めた。なお、流入水 BOD 負荷量および処理水 BOD 除去量の単位は洞沢の式に準
拠した。
　　　　　　　　　　　　　LR=a･LOb　　　　　　　　　　(2)
　流動担体を用いた場合の流入水 BOD 負荷量と処理水 BOD 除去量の関係を各担体について
図 4-2-5-3～6 に示す。また、各流動担体の流入水 BOD 負荷量と処理水 BOD 除去量から求め
た定数 a,b と相関係数 r2を表 4-2-5-3 に示す。
　4 種類の流動担体とも流入水 BOD 負荷量と処理水 BOD 除去量とは、洞沢の式と同様に相関
関係が高いことが判った。また、流動担体を用いた流動床方式は、接触ばっ気方式に関す
る洞沢の式の適用範囲より高い処理性能を有していた。
　流入水 BOD 負荷量と処理水 BOD 除去量との関係式の定数 a,b において a および b ともに
値が大きい方が除去 BOD 量も高くなる。定数ｂは、４種類の担体ともほぼ同じ値であった
が、定数ａは、スポンジ状担体(No.1)がもっとも大きく、続いて中空円筒担体(No.2)、活
性炭担持担体 (No.3)、無機系担体(No.4)の順に値が小さくなっていた。この結果は、処理
水質の傾向と同一であった。このことから定数ａの値を比較することで流動担体の処理性
能の優劣を認識できることが判った。
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図 4-2-5-3　スポンジ担体(No.1)を用いた時の流入水 BOD 負荷量
　　　　　 と処理水 BOD 除去量との関係
図 4-2-5-4　中空円筒担体(No.2)を用いた時の流入水 BOD 負荷量
　　　　　　と処理水 BOD 除去量との関係
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図 4-2-5-5　活性炭担持担体(No.3)を用いた時の流入水 BOD 負荷量
　　　　　　と処理水 BOD 除去量との関係
図 4-2-5-6　無機系担体(No.4)を用いた時の流入水 BOD 負荷量
　　　　　　と処理水 BOD 除去量との関係
100
1000
10000
100 1000 10000
流入水 BOD 負荷量　Ｌ０(g・(m3・d)-1)
処
理
水
 B
OD
 除
去
量
 Ｌ
R(
g・
(m
3 ・
d)
-1
) 洞沢の式
No.4
100
1000
10000
100 1000 10000
流入水 BOD 負荷量　Ｌ０（g・(m3・d)-1)
処
理
水
 B
OD
 除
去
量
　
L R
(g
・
(m
3 ・
d)
-1
)
洞沢の式
No.3
- 73 -
（４）　流入水 BOD-MLSS 負荷量と処理水 BOD-MLSS 除去量との関係
　　一般的に槽内の生物量と排水中の有機物の除去量は相関があることが知られている 6)。
このことから各担体において流入水 BOD 容積負荷 2.0 ㎏･(m3･日)-1のときの平均処理水 BOD
濃度(表 4-2-5-2)と実験終了時の汚泥濃度(表 4-2-5-3)から流入水 BOD-MLSS 負荷量(LO-MLSS)
と処理水 BOD-MLSS 除去量(LR-MLSS)との関係を図 4-2-5-7 に示す。
　流入水 BOD-MLSS 負荷量と処理水 BOD-MLSS 除去量との関係は、相関が認められ、(3)の式
のごとく表現できた。
　　　　　　　LR-MLSS=0.810L0-MLSS0.930　　　(3)
　LO-MLSS：流入水 BOD-MLSS 負荷量［㎏･(㎏ MLSS･日)-1］
　LR-MLSS：処理水 BOD-MLSS 除去量［㎏･(㎏ MLSS･日)-1］
　流入水 BOD-MLSS 負荷量と処理水 BOD-MLSS 除去量との関係は、井出ら 7)が活性汚泥法およ
びその変法(適用範囲：0.5～4.0 ㎏･(㎏ MLSS･日)-1)について明らかにしており、本実験結
果は、それとほぼ同一の関係であった。汚泥当たりの BOD 負荷は方式の差こそあれ流入水
BOD-MLSS 負荷量(LO-MLSS)と処理水 BOD-MLSS 除去量(LR-MLSS)との関係は、ほぼ等しいことが判
った。このことから(3)式は、流動床法の槽設計に適用できると考えた。
 表 4-2-5-3　 各担体の関係式 LR=a･LObの定数値と相関係数
a b ｒ2
No.1 1.09 0.978 0.992
No.2 0.731 1.03 0.992
No.3 0.704 1.03 0.953
No.4 0.641 1.04 0.978
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図 4-2-5-7　 流動担体における流入水 BOD-MLSS 負荷量と
　　　　　　 処理水 BOD-MLSS 除去量との関係
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（５）　流動担体と接触材との処理能力比較
　前節では、流動担体の汚泥保持量が大きいほど除去 BOD 量も高いことを示した。同様に
汚泥保持能力の高い接触材を用いて同様な実験を行い、流動担体と処理性能の比較をおこ
なった。流入 BOD 容積負荷 2.0 ㎏･（m3･日）-1　時の平均水質および実験終了時の槽内汚泥
量結果を表 4-2-5-4 に示す。また、流入水 BOD 負荷量と処理水 BOD 除去量との関係を図 4-
2-5-8 に示す。
　接触材は、多積層網目状であり、比表面積が一般の接触材(30～70 ㎡･(m3)-1) よりも大き
い 450 ㎡･(m3)-1 のものを実験に用いた。その結果、本接触材を使用した場合の流入水 BOD
負荷量と処理水 BOD 除去量の関係は、
　　　　　　　　　　　　　　LR=0.894･LO1.01　　　　　　　　（4）
となった。
　(4)式は、スポンジ状担体(No.1)の関係式と同程度であり、BOD 容積負荷 2.0 ㎏･（m3･日）
-1の処理水 BOD 除去量は、1.85 ㎏･（m3･日）-1であった。また、実験終了時の汚泥量は、4,000
㎎･L-1とスポンジ状流動担体の 1.1 倍程度であった。
　これらの結果から、本接触材の処理能力は、流動担体の流入水 BOD-MLSS 負荷量と処理水
BOD-MLSS 除去量の関係式である(3)に近似でき、接触材の汚泥保持量を高くし、酸素を十分
に供給できれば処理性能が流動担体と同程度に向上することが明らかになった。
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表 4-2-5-4　多積層網目状接触材を用いた場合の処理性能
項目 数値
ｐＨ
(－)
6.90
(6.55～7.11)
BOD
(㎎･L-1)
150
(68～190)
SS
(㎎･L-1)
125
(73～180)
n-Hexane
(㎎･L-1)
3.9
(1.3～10.3)
槽内保持汚泥量
(g･(5L)-1)
20.1
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図 4-2-5-8　多積層網目状接触材(No.5)を用いた時の流入水 BOD 負荷量
　　　　　　と処理水 BOD 除去量との関係
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４．３ 本章のまとめ
　ディスポーザ排水を処理する方法として流動床法について検討を行い、流入水 BOD負荷
量と処理水 BOD除去量との関係式を各種流動担体について明らかにした。また、汚泥保持
能力の高い、接触材の処理性能についても検討を行った。
１）スポンジ状(No.1)、中空円筒状(No.2)、活性炭担持(No.3)、無機系(No.4)の 4 種類の
流動担体を用いてディスポーザ排水の処理性能を把握した結果、BOD 容積負荷 2.0 ㎏･（m3･
日）-1　での処理水 BOD 濃度は、スポンジ状(No.1)＜中空円筒(No.2)＜活性炭担持 (No.3)
＜無機系担体(No.4)の順であり、スポンジ状(No.1)および中空円筒(No.2)の処理水 BOD、SS
濃度は良好であった。しかし、活性炭担持(No.3)、無機系担体(No.4)は平均目標値である
BOD：200 ㎎･L-1、SS：200 ㎎･L-1を越えていた。
２）実験終了時に槽内汚泥量を測定した結果、汚泥量は、スポンジ状(No.1)＞中空円筒
(No.2)＞活性炭担持(No.3)≧無機系担体(No.4)であり、汚泥量が多いほど処理能力が大き
かった。
３）流動担体を用いたディスポーザ排水の処理において流入水 BOD 負荷量(L0)と処理水 BOD
除去量(LR)とは、高い相関はあり、また、LR=a･LOb の式のうち定数ａの値を比較することで
各担体の処理性能の比較が可能であった。
４）4 種類の流動担体の流入水 BOD 負荷量(L0)と処理水 BOD 除去量(LR)との関係および槽内
汚泥量の結果から流入水BOD-MLSS負荷量(L0-MLSS)と処理水BOD-MLSS除去量(LR-MLSS)との関係
を求めた結果、高い相関関係があった。
５）流動担体と接触材の比較を行うため比表面積が 450 ㎡･(m3)-1 と大きな多積層網目状接
触材(No.5)を用いて同様な実験を行った結果、接触材の充填率を高め、全面ばっ気を行う
ことでスポンジ状担体(No.1)と同程度の処理性能および保持汚泥量を有していた。
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第５章　ディスポーザ排水処理システムの設計、実証試験と物質収支
５．１　緒言
　第３章では、ディスポーザ排水に含まれる固形物の可溶化について論じ、可溶化方法、
可溶化槽容量、可溶化率、固形物残渣の性状などを明らかにし、また、第４章では、固形
物の可溶化後の排水および厨芥由来固形物を取り除いたディスポーザ排水や台所排水とい
った比較的固形物を含まない排水について高負荷で処理が可能な方法を見いだし、それぞ
れ可溶化槽およびばっ気槽の設計に必要な知見を得ることができた。
　本章では、それぞれ第３章および第４章の基礎実験で得た結果をもとに排水処理槽の設
計を行い、実規模の排水処理槽を集合住宅に設置し、その放流水質性能、発生汚泥性能を
確認するとともに、排水処理槽の物質収支を明らかにすることを目的とした。
　5.2 節では、実証試験槽の設計概念を、5.3 節では、基本設計を整理し、5.4 節では、実
証試験内容と実証試験結果について示すとともに可溶化槽の汚泥増加に関する数値解析を
行い、実証試験槽の物質収支をまとめる。5.5 節では、本章のまとめについて整理をする。
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５．２　排水処理槽の設計概念
　本節では、第２章の流入負荷原単位に基づき第３章及び第４章で得た各単位操作の設計
根拠を用いて排水処理槽の設計概念を示すことを目的とした。
　流入排水は、第２章の結果からディスポーザ排水を含む台所排水について水量で 35L･人･
日-1、排水濃度で BOD:1,300 ㎎･L-1、SS：1,340 ㎎･L-1、n-Hexane 抽出物：160 ㎎･L-1を計画
水量、計画排水濃度とした。また、処理水濃度は、下水道放流水質基準のうち地方自治体
の上乗せ基準で最も厳しい BOD：200 ㎎・L-1、SS：200 ㎎・Ｌ-1、n-Hexane 抽出物：30 ㎎･L-1
を目標とした。
　排水処理槽の処理フローの設計概念は、第３章の厨芥由来固形物の可溶化と第４章の高
負荷生物処理の知見をもとに既知の物理的単位操作を併用して考案することとした。
　一般家庭から発生するディスポーザ排水を含む台所排水は、一日の生活リズムによって
排出される水量が時間帯ごとに大きく変動し、また、生ごみに由来する固形物が多く含ま
れていることについて第２章で示した。このことは、直接、排水を生物学的処理するので
はなく、生物処理以外の単位操作を付加した排水処理槽の設計が必要であることを示唆し
ている。
　水量変動のある排水が直接生物処理槽に流入する場合、生物処理槽の滞留時間に変動が
生じ処理水が安定しない。合併処理浄化槽の設計ではこの点を鑑み（財）日本建築センタ
ー「屎尿浄化槽の構造基準・同解説」1)には流量調整槽を設置して水量変動を緩和させる方
法が示されている。そこで、ディスポーザ排水を含む台所排水についても流入変動が大き
いことから流量調整槽を導入し、その設計は、「屎尿浄化槽の構造基準・同解説」に準拠し
た。
　次に、排水中含まれる厨芥由来固形物を分離する方法として排水処理で一般的に使用さ
れている沈殿槽を導入し、沈殿槽の設計に当たっては、流量調整槽と同様に「屎尿浄化槽
の構造基準・同解説」2)に準拠した。
　考案した排水処理槽の処理フローを図 5-2-1-1 に示す。
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図 5-2-1-1　排水処理槽の処理フロー
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５．３ 　排水処理槽の基本設計
５．３．１ 　流量調整槽
　流量調整槽は、流入排水の流量変動を緩和し、流量を一定の変動幅以下に抑制すること
を目的に設置するものである。
　流量調整槽の容量算定は、排水排出時間当たりに槽内に流入する計画排水量から日平均
排水量の 24 分の 1に流量調整比の乗じる分を排出させ、その差分が排水排出時間内に蓄積
される累計排水量を担保できる容量とする考え方である。
　第２章の 2.8 節に示すディスポーザ排水を含む台所排水の流入パターンに基づき排水排
出時間：12(hr)とし、流量調整比は日平均汚水量の 24 分の 1 相当分と考え、流量調整比：
1.0(-)とした。
　なお、流量調整槽の容量は、「屎尿浄化槽の構造基準・同解説」2)に準拠して算定した。
　
　　　　　　　Ｑ　　　Ｋ×Ｑ
　　　Ｖ≧　　―　―　　　　　　×Ｔ
　　　　　　　　 Ｔ　　　　24
　　　　　　　　 Ｑ　　　1.0×Ｑ
　　　　　 ≧　　―　―　　　　　　×12
                12        24
　　　１
≧　　―　Ｑ
　　　２
　　　　　　　Ｖ：流量調整槽容量（ｍ3）
　　　　　　　Ｔ：排水排出時間（hr）
　　　　　　　Ｑ：計画排水量(ｍ3・日-1)
　　　　　　　Ｋ：流量調整比(-)
５．３．２ 　第一沈殿槽、第二沈殿槽
　第一沈殿槽は、ディスポーザ排水や台所排水に含まれる厨芥由来の固形物を沈降分離
させ、第二沈殿槽は、生物学的処理によって発生した微生物由来の汚泥と処理水とを分
離させる目的である。沈降速度のモデル式として一般的に Stokes の式が良く知られて
いる。それによると沈降速度は、粒子径、粒子密度、液体密度、液体粘度によって決ま
るが、排水処理では排水の流入変動などの外的要因を考慮する必要がある。そのため沈
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殿槽の容量算定に当たっては、「屎尿浄化槽の構造基準・同解説」2)に準拠して算定した。
　　　　　　　１
　　　　Ｖ≧　―　Ｑ
　　　　　　　８
　　　　　Ｖ：第一沈殿槽、第二沈殿槽容量（ｍ3）
　　　　　Ｑ：計画排水量(ｍ3・日-1)
５．３．３ 　可溶化槽
　可溶化槽は、第３章の厨芥由来固形物の生物学的可溶化に関する検討において明らか
になった知見をもとに容量算定を行った。
厨芥固形物の可溶化は、好気処理および間欠ばっ気処理の条件下、滞留時間 30 日で終
了した。この結果から第一沈殿槽底部から可溶化槽に流入する厨芥由来固形物の排水の
可溶化槽滞留時間を 30 日とし、処理方式は、ブロワの稼働時間が少なく、省エネルギ
ーに寄与する間欠ばっ気方式を採用した。なお、厨芥固形物排水量は、計画排水量の５％
とした。
　　　Ｖ≧　３０　Ｑ1
　　　　≧　１．５　Ｑ
　　　　　Ｖ：可溶化槽容量（ｍ3）
　　　　　Ｑ１：第一沈殿槽厨芥固形物排水量(ｍ3・日-1)
　　　　　Ｑ：計画排水量(ｍ3・日-1)
　　　　　
５．３．４ 　ばっ気槽
　ばっ気槽は、第４章の高負荷条件下での生物学的処理の結果をもとに容量算定を行っ
た。ばっ気槽の容量算定の考え方は、第２章で設定した流入水濃度（BOD：1,300 ㎎・L-1、
SS：1,340 ㎎･L-1）とばっ気槽から第二沈殿槽を経由して下水道へ放流する目標放流水濃
度(BOD：200 ㎎・L-1、SS：200 ㎎･L-1)、第４章での流入水 BOD-MLSS 負荷量と処理水 BOD-MLSS
除去量との関係式　LR-MLSS=0.810L0-MLSS0.930　およびばっ気槽内の汚泥濃度を 3,000 ㎎・L-1
として槽容量の設定を行った。
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　　実証試験では、設定流入水 BOD(Ｃin):1,300 ㎎･L-1、目標処理水 BOD:200 ㎎･L-1である
　ことから BOD 除去率(Ｒ):84.6%およびばっ気槽内の平均汚泥濃度(Ｃcon)：3,000 ㎎･L-1か
　ら以下の式を得た。
　　　　　　 LR-MLSS
　　 　　Ｒ=　　　　×100
　　　　　　 LO-MLSS
　また、
　　　　　　　Ｃin･Ｑ
　　 L0-MLSS =   
　　　　　　　Ｃcon･Ｖ
　よって、(2)(4)(5)の関係式から
　　　　　　　　　　　　 Ｃin 　
   ∴　Ｖ =(5.54×10-28)　　　　Ｒ(100/7)Ｑ
　　　　　　　　　　　　 Ｃcon 　
　　　　　=0.82Ｑ         　　　　　　　
　　LO-MLSS：流入水 BOD-MLSS 負荷量［㎏･(㎏ MLSS･d)-1］
　　LR-MLSS：処理水 BOD-MLSS 除去量［㎏･(㎏ MLSS･d)-1］
　　Ｑ　：流入水量(ｍ3･日-1)
　　Ｃin ：流入水 BOD 濃度(㎎･L-1)
　　Ｃcon：ばっ気槽内汚泥濃度(㎎･L-1)
　　Ｖ  ：ばっ気槽容量(ｍ3)
　　Ｒ　：BOD 除去率(%)
表 5-2-2-1 に基本設計のまとめを示す。
表 5-2-2-1　基本設計のまとめ
設計容量 備考
流量調整槽 ０．５０Ｑ
第一沈殿槽 ０．１３Ｑ
可溶化槽 １．５０Ｑ 間欠ばっ気処理
ばっ気槽 ０．８２Ｑ 流動床法、接触ばっ気法
第二沈殿槽 ０．１３Ｑ
合計 ３．０８Ｑ
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５．４　ディスポーザ排水処理実証試験
５．４．１　実証試験現場と実証試験槽概略
　実証試験は、東陶機器㈱従業員社宅(北九州市小倉北区貴船町 3-8)8世帯(計画使用人員：
32 人、実使用人員：25 人)にディスポーザ(東陶機器㈱製自動給水機構付ハンマーミル方式
(型番：TJNDS100N))を設置し、台所からの排水を専用排水配管にて集水(計画流入水量：1.12
ｍ3)して実施した。実証試験の概略施設図を図 5-4-1-1 に、排水処理槽概略図を図 5-4-1-2
に、実証試験槽の各槽の実容量を表 5-4-1-1 に示す。
　集合住宅の各台所から発生した排水は、中継ピットに流入した後に、ポンプにて排水処
理槽へ揚水し、排水処理槽にて目標水質 BOD：200 ㎎・L-1以下、SS：200 ㎎・L-1以下、n-Hexane
抽出物：30 ㎎・L-1以下にした上で下水道本管へ放流した。なお、処理水の下水道放流につ
いては北九州市建設局の事前許可を得て行った。
　排水処理槽は、流入水を一時貯留し、流入水の水量変動を緩和させ、定量的に後段の第
一沈殿槽へ揚水させる流量調整槽と、排水中の厨芥由来固形物を分離させ、固形物を可溶
化槽へ、上澄みの排水をばっ気槽へ移送させる第一沈殿槽と、固形物を 30 日間貯留して間
欠ばっ気処理によって可溶化させ、上澄みの処理水をばっ気槽へ移送させる可溶化槽と、
汚泥保持量の大きい、流動担体もしくは接触材を充填して流動床法または、接触ばっ気法
によって排水を浄化・処理するばっ気槽と、ばっ気からの処理水に含まれる微生物由来の
固形物と処理水とを固液分離し、沈降した汚泥を流量調整槽へ移送する第二沈殿槽の 5 槽
によって構成されている。
　流量調整槽は、流入水を貯留する一方、槽内の水位が上昇すると水位フロートの信号に
よってポンプが稼働し、排水を揚水して定量ボックスにて一定水量に調整した後、排水を
第一沈殿槽へ移送した。流量調整槽内は、腐敗を防止するために散気管が設置されブロワ
によって空気を吹き込む構造とした。第一沈殿槽は、沈降した厨芥由来固形物を一日に二
回エアーリフトポンプによって可溶化槽へ、上澄み排水は、ばっ気槽へと移送した。可溶
化槽は、散気管が設置されており、ブロワおよびタイマーによって一時間おきにばっ気、
非ばっ気を繰り返す間欠ばっ気を行い、ばっ気停止時に第一沈殿槽底部に堆積した厨芥由
来固形物をエアーリフトポンプによって可溶化槽へ流入させることで可溶化槽内の上澄み
の処理水のみをばっ気槽へ流出させ、固形物は可溶化槽内に蓄積する方法で運転を行った。
ばっ気槽は、流動担体または、汚泥保持量の大きい接触材を充填できるが、本実験では接
触材を使用して実証実験を行った。ばっ気槽内は常時ばっ気しており好気条件下を維持し
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ていた。最後に、第二沈殿槽にて微生物由来の汚泥と処理水を分離し、沈殿した汚泥はエ
アーリフトポンプによって流量調整槽へ、上澄みの処理水は下水道へ放流した。
　第一沈殿槽および第二沈殿槽のエアーリフトポンプ、可溶化槽のブロワの稼働パターン
を図 5-4-1-3 に示す。第一沈殿槽および第二沈殿槽のエアーリフトは、一日に２回、5分間、
可溶化槽のばっ気停止後、30 分経過して稼働するように制御した。可溶化槽は、1 時間ば
っ気(ブロワ稼働)、1時間非ばっ気(ブロワ停止)を交互に続けて運転を行った。
台所専用
排水配管→
排水処理槽 下水道へ
下水道
中継ピット
?
?
?
自動給水機構付
ディスポーザ
図 5-4-1-1　実証試験の概略施設図
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　　　　　　　Ｐ
　　　　　　　
　　　　Ｂ　　　　　　　　　　　　　　Ｂ　　　　　　　　　Ｂ
H.W.L
L.W.L
流量調整槽
タイマータイマー タイマー
返送汚泥
上澄水
固形物含有排水
第一沈殿槽 可溶化槽 ばっ気槽 第二沈殿槽
流入排水
放流水
計量ボックス
散気管散気管
散気管
図 5-4-1-2　排水処理槽概略図
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ＯＮ
時 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24
　　　　　　　　　　　　　　第一沈殿槽、第二沈殿槽エアーリフト(5 分間稼働)
ON
時 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　可溶化槽ブロワ
OFF
OFF
　　　　　　図 5-4-1-3　第一沈殿槽、第二沈殿槽のエアーリフトポンプ
　　　　 　　　　　　 および可溶化槽ブロワの稼働パターン
表 5-4-1-1　実証試験槽の各槽実容量
実容量(ｍ３)
流量調整槽 ０．６２８
第一沈殿槽 ０．４２４
可溶化槽 １．７２０
ばっ気槽 １．１２３
第二沈殿槽 ０．３４５
合計 ４．２４０
- 88 -
５．４．２　排水処理性能
(1)流入排水量調査
　集合住宅から発生する流入排水量を 1 年間継続して測定し、各月の平均値、最大値およ
び最小値と年間の平均値を表 5-4-2-1 に、１年間の流入排水量分布を図 5-4-2-1 に示した。
　従業員社宅８戸に住居している 25 人が排出する総排水量の平均は、1.06ｍ３･日-1であり、
計画排水量 1.12ｍ３･日-1の約 95％とほぼ設定値通りであった。また、１人あたりの実排水
量は、平均 0.042ｍ３･人-1・日-1であり、１人あたりの計画排水量 0.035ｍ３･人-1・日-1より
も２割程度大きな水量であった。なお、流入水量は、年間を通してばらつきが大きく最小
排水量 0.21ｍ３･日-1から最大排水量 2.76ｍ３･日-1であった。
表 5-4-2-1　流入排水の月間平均値、最大値、最小値および年間平均
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：ｍ3・日-1)
５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 ４月 平均
平均 1.27 1.09 0.94 0.87 0.92 1.05 1.06 1.11 0.91 1.14 0.99 1.13 1.06
最大 1.62 1.43 1.42 1.81 1.36 1.51 1.58 2.71 1.24 1.71 1.85 2.76
最小 0.67 0.77 0.21 0.21 0.58 0.78 0.44 0.52 0.44 0.45 0.43 0.42
図 5-4-2-1　１年間の流入排水量分布
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　次に、10 月 22 日、10 月 23 日の流入排水量の時間変動調査を行い、その結果を図 5-4-2-2
に示す。
調査の結果、朝 7～8 時の朝食時および昼前の 10～11 時にかけて流入排水量が増加してい
るが総排水量の 60％以上は 15 時以降に発生していた。また、両日のﾋﾟｰｸ係数は 10 月 22 日
が 3.9、10 月 23 日が 6.4 であった。このように流入排水の発生は夕食の準備から後かたづ
けの時に多くなっていた。このことは、共働き世帯や単身赴任世帯があることに起因して
いると考えた。
(２）流入排水の水質性状
　流入排水の各水質分析項目の平均値、最大値、最小値を表 5-4-2-2 に示す。
　流入排水の BOD、SS 濃度は、実験開始当初から設定 BOD：1,300 ㎎･L-1、SS:1,340 ㎎･L-1
より低い値であることから不足した分を補うため第２章 2.4 で設定した標準生ごみ 9.1 ㎏･
日-1を中継ピットに投入して設定濃度に調整して実証試験に用いた。
　流入水濃度は、平均 BOD：1,230 ㎎･L-1、平均 SS：948 ㎎･L-1と設定濃度の BOD：95%、SS：
71%であった。
図 5-4-2-2　流入排水量の時間変動調査
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(３）可溶化槽処理性能
　可溶化槽の平均流入水質および平均放流水質を表 5-4-2-3 に示す。
　可溶化槽の流入水の負荷原単位は、ばらつきがあるが平均 BOD：12,500 ㎎･L-1、平均 SS：
11,700 ㎎･L-1であった。一方、可溶化槽放流水は、実証試験開始から 4ヶ月程度は SS：1,000
㎎･L-1以下を推移していた。その後、槽内 MLSS 濃度が 10,000 ㎎･L-1に近づくにつれ高くな
り、SS:4,000 ㎎･L-1程度で安定した。
表 5-4-2-2　流入水の水質性状
　　　　　　　流入水濃度
BOD
(㎎・L-1)
２０９～２，７３０
（１，２３０）
ＳＳ
(㎎・L-1)
１０５～２，８２０
（９４８）
Ｔ－Ｎ
(㎎・L-1)
１４．３～４７．６
（２９．０）
Ｔ－Ｐ
(㎎・L-1)
２．０～１１．６
（５．０）
n-Hexane 抽出物
(㎎・L-1)
１５～３０３
（１１６）
ｐＨ
（－）
３．９０～７．５４
（５．０８）
　　　　（　　）平均値
表 5-4-2-3　可溶化槽の水質性状
可溶化槽流入水濃度 可溶化槽放流水濃度
BOD
(㎎・L-1)
２，８１０～２８，２００
（１２，５００）
７３２～４，３００
（２，３５０）
ＳＳ
(㎎・L-1)
１，１３０～２４，２００
（１１，７００）
１２４～５，４９０
（３，６５０）
Ｔ－Ｎ
(㎎・L-1)
―
２８～２８３
（１３４）
Ｔ－Ｐ
(㎎・L-1)
―
１．７４～３７．７
（１６．０）
n-Hexane 抽出物
(㎎・L-1)
―
５～２６４
（５６）
ｐＨ
（－）
―
５．５２～７．８３
（６．７９）
　　　　（　　）平均値
- 91 -
(４）ばっ気槽処理性能
　ばっ気槽の平均流入水質および平均放流水質を表 5-4-2-4 に示す。
　可溶化槽流出水と第一沈殿槽流出水の合計であるばっ気槽流入水は、ばらつきが大きい
が平均 BOD：746 ㎎･L-1、平均 SS：588 ㎎･L-1であった。この流入水をばっ気槽にて処理し、
第二沈殿槽で活性汚泥を沈殿分離した後の平均放流水質は、BOD：43.7 ㎎･L-1、SS：35.8㎎･
L-1 であり、一年間を通して良好な処理性能であった。特に、ばっ気槽流入水の最大値が、
BOD：1,740 ㎎･L-1､SS：906 ㎎･L-1においても目標水質 BOD：200 ㎎･L-1､SS：200 ㎎･L-1を十
分に満足したことから設計の妥当性が検証された。
(５）可溶化槽およびばっ気槽の汚泥量調査
　１年間実証試験を行った後、可溶化槽およびばっ気槽に堆積した汚泥量を測定し、その
結果を表 5-4-2-5 に示す。可溶化槽内の汚泥量は、17.0 ㎏･年-1、ばっ気槽内の汚泥量は、
3.5 ㎏･年-1であった。
表 5-4-2-4　ばっ気槽および放流水の水質性状
ばっ気槽流入水濃度 放流水濃度
BOD
(㎎・L-1)
１２０～１，７４０
（７４６）
１０．３～１３０
（４３．７）
ＳＳ
(㎎・L-1)
４５～９０６
（５８８）
９．０～１３０
（３５．８）
Ｔ－Ｎ
(㎎・L-1)
―
７．９～２３．４
（１４．０）
Ｔ－Ｐ
(㎎・L-1)
―
１．５～５．９
（３．３）
n-Hexane 抽出物
(㎎・L-1)
―
１．４～１３．０
（４．５）
ｐＨ
（－）
―
６．６５～７．２２
（７．０３）
　　　　（　　）平均値
表 5-4-2-5　可溶化槽、ばっ気槽内汚泥濃度および汚泥量
汚泥濃度
(㎎･L-1)
槽容量
(ｍ3)
汚泥量
(㎏･年-1)
可溶化槽 ９，８６０ １．７２０ １７．０
ばっ気槽 ３，１２０ １．１２３ ３．５
合計 ２０．５
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５．４．３ 可溶化槽内固形物濃度の数値解析
　可溶化槽内の固形物濃度変化の妥当性を検証するため第 3 章で記載した固形物可溶化基
礎実験の分解速度結果および実証試験の性能評価結果をもとに可溶化槽内に蓄積する固形
物濃度の変化を実測値とシミュレーション結果とで比較検討を行った。シミュレーション
を行うための設定値を表 5-4-3-1 に、シミュレーション設定の流れを図 5-4-3-1 に、一年
間の可溶化槽内固形物濃度の実測値およびシミュレーション結果を図 5-4-3-2 に示す。
　なお、可溶化槽内に流入する固形物の可溶化分解は、完全混合で温度による影響はない
と仮定して解析を行った。また、流入する固形物は、可溶化可能成分と難分解成分とに分
けられ、可溶化可能成分は分解速度定数(ｋ)に基づき可溶化分解が進行するものとした。
　　　　Ｃ0
　　　　Ｃ0 sol
        Ｃ0 insol                                              Ｃｅ
　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃt　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃｅ sol
                                Ｃ sol　　　　　　　　　　　　  Ｃe insol
　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ insol
　　　　　　図 5-4-3-1　シミュレーション設定の流れ
　　　　表 5-4-3-1　シミュレーション設定値
設定値
流入水量(m3･日-1) Q
可溶化槽容量　Ｖ(m3) 30Q
流入水 SS濃度　Ｃ0(㎎･L-1) 11,500
 放流水 SS濃度　Ｃe(㎎･L-1) 4,000
k(日-1) 0.069
C*/C0(-) 0.257
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　シミュレーションで用いた式を(3)～(7)に示す。
ｄＣsol/ｄｔ=α1Ｃ0Ｑ/Ｖ-kＣsol-α2Ｃe Ｑ/Ｖ 　　　　　(3)
ｄＣinsol/ｄｔ=(1-α1)Ｃ0Ｑ/Ｖ-(1-α2)ＣｅＱ/Ｖ 　　　 (4)
α1=Ｃ0sol/Ｃ0=１-Ｃ*/Ｃ0　 　　　　　　　　　　　　　　　　            (5)
α2=Ｃsol/Ｃt　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　             (6)
Ｃt=Ｃsol+Ｃinsol　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　             (7)
Ｃtは、t日後の槽内固形物濃度を、Ｃsolは、槽内可溶化固形物濃度を、Ｃinsolは、槽内難分
解性固形物濃度を、Ｃ0は、流入水固形物濃度を、Ｃ0solは、流入水可溶化固形物濃度を、Ｃ
ｅは、放流水固形物濃度を、α1は、流入水可溶化固形物比を、α2は、槽内可溶化固形物比
を示す。
  シミュレーションは、可溶化槽の水理学的滞留時間を 30 日、可溶化槽への流入水量をＱ
m3･日-1、実証試験の性能評価結果から流入水 SS 濃度および処理水 SS 濃度を設定した。また、
分解速度定数(ｋ)は、固形物可溶化基礎実験における粉砕物 A、15℃時点の値を用い、難分
解固形物比 C*/C0は、標準生ごみの C*：1,800 ㎎･L-1、Ｃ0：7,000 ㎎･L-1から求めた。
　実証試験は、固形物の可溶化を良好に進行させるため槽内に予め汚泥を馴養させており、
シミュレーションもこの点を考慮して行った。その結果、実測値は、シミュレーション結
果と同じ傾向を示していた。このことから本シミュレーションを用いることにより、可溶
化槽内の汚泥濃度変化を推測できることがわかった。
図 5-4-3-2　可溶化槽内固形物濃度の実測値およびシミュレーション結果
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５．４．４ 物質収支
　実証試験によって得た結果をもとにディスポーザ排水処理システムの排水処理槽の物質
収支算定を行い、その結果を図 5-4-4-1 に示す。
流量調整槽
(０．５Ｑ)
第一沈殿槽
(０．１３Ｑ)
ばっ気槽
(０．８２Ｑ)
第二沈殿槽
(０．１３Ｑ)
流入排水
流入水量 0.95Ｑm3･日-1
BOD
 1,230 ㎎･L-1
(1.17Q ㎏･日-1)
SS
 　948 ㎎･L-1
(0.90Q ㎏･日-1)
第一沈殿槽出口水
 水量 0.95Ｑm3･日-1
BOD
 　662 ㎎･L-1
(0.63Q ㎏･日-1)
SS
 　427 ㎎･L-1
(0.40Q ㎏･日-1)
好気可溶化槽
(１．５Ｑ)
好気可溶化槽流入水
水量 0.05Ｑm3･日-1
BOD  12,500 ㎎･L-1
(0.63Q ㎏･日-1)
SS
 11,700 ㎎･L-1
(0.59Q ㎏･日-1)
好気可溶化槽出口水
水量 0.05Ｑm3･日-1
BOD
 2,350 ㎎･L-1
(0.12Q ㎏･日-1)
SS
 3,650 ㎎･L-1
(0.18Q ㎏･日-1)
放流水
放流水量 0.95Ｑm3･日-1
BOD
   44 ㎎･L-1
(0.04Q ㎏･日-1)
SS
 　36 ㎎･L-1
(0.03Q ㎏･日-1)
ばっ気出口水
 水量 1.00Ｑm3･日-1
BOD
 　128 ㎎･L-1
(0.13Q ㎏･日-1)
SS
 　124 ㎎･L-1
(0.12Q ㎏･日-1)
第二沈殿槽沈殿汚泥
水量 0.05Ｑm3･日-1
BOD
  1,720 ㎎･L-1
(0.09Q ㎏･日-1)
SS
  1,800 ㎎･L-1
(0.09Q ㎏･日-1)
図 5-4-4-1　実証試験結果に基づく排水処理槽の物質収支
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５．５ 本章のまとめ
　本章において検討した事項および明らかになった内容は以下の通りである。
（１） 第３章の固形物可溶化基礎実験と第４章の高濃度排水の生物学的処理評価で得た知
見をもとにディスポーザ排水処理システムの排水処理槽の処理フローとして流量調
整槽→第一沈殿槽→可溶化槽→ばっ気槽→第二沈殿槽の構成を導きだし、設計概念
を明らかにした。
（２） 排水処理槽の基本設計のうち流量調整槽、第一・第二沈殿槽については、「屎尿浄化
槽の構造基準・同解説」の設計指針に基づき設計容量を算定した。可溶化槽は、第
３章の固形物可溶化基礎実験の結果から、可溶化槽流入水の 30 日分とし、また、ば
っ気槽は、第４章の高濃度排水の生物学的処理評価結果をもとに算定を行った。こ
れらの結果から排水処理槽の設計容量は、3.08Ｑ（Ｑ：流入水量）であった。
（３） 基本設計をもとに排水処理槽を設計、製作し、従業員社宅に設置して、１年間の実
証試験を行い、各単位槽の処理性能等の把握に努めた。その結果、各単位槽とも設
計通りの能力を発揮した。これにより、年間を通じて排水処理槽の目標放流水質で
ある BOD:200 ㎎・L-1以下、SS：200 ㎎・L-1以下をクリアした。
（４） 可溶化槽の槽内固形物濃度の推移について第３章の固形物可溶化基礎実験結果と実
証試験結果から数値解析し、実証試験の実測値と比較した。その結果、数値解析結
果と実測値がほぼ近似できることが明らかとなり、本数値解析を利用することによ
り可溶化槽内の固形物濃度が推測できることが明らかとなった。
（５） １年間の実証試験により得られた処理性能および汚泥、固形物の保持量結果からデ
ィスポーザ排水処理システムの排水処理槽における物質収支を算定し、各単位槽が
最適化設計されていることを確認した。
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第６章　ディスポーザ排水処理システムの実現場設置による処理性能の確認とごみ量削減
実態調査
６．１　緒言
　ディスポーザ排水の生物学的処理に関する研究において第２章では、一般家庭から発生
するディスポーザ排水の負荷原単位設定をもとに、第３章で厨芥由来固形物の生物学的可
溶化に関する評価および第４章で高濃度排水の生物学的処理評価によりディスポーザ排水
の基礎的研究を行い、その結果をもとに第５章で集合住宅用ディスポーザ排水処理システ
ムの実証試験結果および物質収支を整理し、実規模での処理能力等を検証した。
　本章では、第５章での実証試験を踏まえて更にディスポーザ排水処理システムを集合住
宅に設置して処理性能を確認するとともにごみ量削減の実態調査を行った。更に、今後の
ディスポーザ排水処理システムが提案できるであろう内容について説明を行うことを目的
とした。
　6.2 節では、実現場に設置した排水処理槽の概要を示し、6.3 節では、処理性能を確認す
るため放流水の推移を示す。6.4 節では、ディスポーザ排水処理システム設置によるごみ量
削減の実態調査について整理し、6.5 節では、6.4 節の調査結果を踏まえてディスポーザ排
水処理システムの今後の位置づけについての提言を示す。6.6 節では、本章のまとめについ
て整理をする。
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６．２　ディスポーザ排水処理システム設置概要
　ディスポーザ排水処理システムの設置概要を表 6-2-1、排水処理槽仕様を表 6-2-2、排水
処理槽設置後の写真を図 6-2-1 に示す。
　表 6-2-1 に示した既設の集合住宅において各世帯のシンクに自動給水方式のディスポー
ザを設置した。また、台所配管は、すでに専用配管として他の排水配管とは独立していた
ため新規に埋設した排水処理装置への排水配管のつなぎ込みを行い、第 5 章での実証試験
結果をもとに商品化したディスポーザ排水処理システム(東陶機器㈱製：NJ6200P 型(平成 11
年 7 月 27 日、建設省丘住指発第 44 号認定))の設置許可を得た。
　排水処理槽の処理対象人員は、処理対象戸数および各戸床面積から 168 人(48 戸×3.5 人･
戸-1)であり、第 2章の負荷原単位設定結果から厨芥量 42 ㎏･日-1、(168 人×250g･人-1･日-1)、
日平均排水量 5.88 m3･日-1(168 人×0.035m3･人-1･日-1)をもとに排水処理槽設計を行い、設置
した。
表 6-2-1　ディスポーザ排水処理システムの設置概要
名　　称 ルワージュ久岐の浜
設置場所 北九州市若松区久岐の浜 6丁目
所有者 北九州市住宅供給公社
住居種類 特別優良賃貸住宅（平成 8、9年度建設）
戸　　数 1号棟‥24戸、2号棟‥24 戸　　合計 48 戸
・2号棟ディスポーザシステム設置  平成 11 年 12 月
設置工事内容
と工事時期 ・1号棟のディスポーザシステム設置 平成 12 年 6 月
　
　　　　
　　　　　表 6-2-2　排水処理槽仕様
項目 数値
処理対象人員(人) 168
厨芥量(㎏･日-1) 42
日平均排水量(m3･日-1) 5.88
流量調整槽 6.06
第一沈殿槽 3.28
好気可溶化槽 5.89
ばっ気槽 8.85
第二沈殿槽 2.92
排水ポンプ槽 2.00
有
効
容
量
(m3)
合計 29.00
- 98 -
図 6-2-1　実現場の全体風景と排水処理槽設置状況
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６．３ 排水処理槽性能
　ディスポーザ設置工事が完了した平成 12 年 6 月より一年間の流入排水および排水処理槽
から下水道へ排出される放流水の水質を調べ、実現場での処理性能を把握した。その結果
を図 6-3-1、図 6-3-2 に示す。実現場では、月１度のスポットサンプリングにて流入排水お
よび放流水の採水をおこなった。その結果、流入排水は、ばらつきが大きく流入排水の汚
濁濃度が BOD：400～600 ㎎･L-1、SS：300～2,400 ㎎･L-1であった。このように濃度にばらつ
きが大きい原因は、入居者の生活様式、ディスポーザ使用頻度などによるものと考えられ
た。また、放流水は、BOD：30 ㎎･L-1以下、SS：50 ㎎･L-1以下と下水道放流基準を十分に担
保していた。
　次に、平成 13 年 9 月 19 日に本実現場にて流入排水および放流水の終日調査を実施した。
流入水量は、7.71m3･日-1 と計画流入水量：5.88 m3･日-1 の 1.3 倍と多く、また、18 時～23
時の流入量が一日の 50%以上であった。また、最大ピーク係数は、日平均排水量の 3倍であ
った。これらのことは、第 2 章で設定した流入パターンと類似していた。また、流入排水
濃度は、比較的濃度が薄く、BOD：606 ㎎･L-1、SS：232 ㎎･L-1であった。更に、放流水は、
流入排水濃度が薄いため処理性能は良く、平均 BOD：8.7 ㎎･L-1、SS：18.3 ㎎･L-1 と良好な
水質で推移していた。
以上のことから、流入排水濃度が低い実現場ではあるが、排水処理槽の処理性能は良好で
下水道放流に十分な水質まで浄化されていた。
　なお、好気可溶化槽内汚泥濃度は、平成 11 年 12 月から 1 年 9 ヶ月経過で MLSS：14,000
㎎･L-1であった。
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図 6-3-1　実現場の流入排水の経日変化
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図 6-3-3　終日調査における実現場の流入パターン
　　　　　　　　　(平成 13 年 9 月 19 日)
表 6-3-1　終日調査における流入水量と流入水、放流水の水質変化
0時～5時 6時～11 時 12 時～17時 18 時～23時 平均
流入水量(m3) ０．１９ １．５７ １．６６ ４．２９ ７．７１
BOD(㎎･L-1) ３８０ ５８０ ６２０ ６２０ ６０６
SS(㎎･L-1) ５９０ １９０ ２６０ ２２０ ２３２
流
入
水
n-Hex(㎎･L-1) １１０ １８０ １１０ ８３ １０９
BOD(㎎･L-1) １４ １２ ９．９ ６．８ ８．７
SS(㎎･L-1) １４ ３０ ８．４ １８ １８．３
放
流
水
n-Hex(㎎･L-1) １ １ １．２ １．２ １．２
流入水、放流水の平均欄は、加重平均を示す。
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６．４　ディスポーザ排水処理システム設置によるごみ削減の実態調査
６．４．１　調査内容および調査方法
(１）　世帯で発生する各種ごみ量調査
　1 号棟および 2 号棟の入居者のうち、16 世帯の入居者に対して各世帯から発生するごみ
量調査を行った。調査方法は、平成 12 年 1 月～12 年 12 月の 1 年間、15 世帯を対象に毎月
1週間、1世帯については毎日各項目ごとのごみ重量測定を入居者自身の手により実施した。
16 世帯の内訳としてディスポーザ未設置の 1 号棟(6 月以降はディスポーザ設置)の７世帯
(毎月 1週間調査)と、同期間にディスポーザ設置の 9世帯(8 世帯については毎月 1週間、1
世帯については毎日調査)について行った。計測にあたり生ごみは一度、三角コーナーに貯
留し、計測の後、ディスポーザ未設置の 1 号棟は一般ごみに、ディスポーザ設置の 2 号棟
は、ディスポーザ処理して戴いた。調査したごみの項目は、生ごみ、ビン（ガラス）、アル
ミ缶、スチール缶、新聞紙、牛乳パック、包装紙などのその他の紙類、発泡スチロール・
トレイ・カップ、ビニール類・プラスチック、ペットボトル、その他（紙おむつなど）の
11 種類とした。
(２）　ディスポーザ設置によるごみ量変化調査
　平成 11 年 12 月～平成 12 年 5 月までの間、一般ごみ出し日に収集した市指定ごみ袋(45L)
の個数およびその重量を全量測定した。なお、一般ごみのごみ出し日は、1 週間に 2 回(月
曜日、木曜日)であった。ディスポーザ設置の 2号棟とディスポーザ未設置の 1号棟を比較
する方法でディスポーザ設置の有無によるごみ袋の個数およびその重量の差異を明らかに
した。
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６．４．２　結果および考察
(１）　調査対象の属性
1号棟、2号棟それぞれの入居者人員の年齢構成を図 6-4-2-1 に示した。
1 号棟、2 号棟それぞれの合計人員は１号棟 76 人、2 号 70 人であり、各年齢の人員分布も
近似していた。更に、聞き取り調査の結果、1号棟、2 号棟とも共働きもしくは、主婦がパ
ートで働いており、日中は不在している世帯が比較的多いことも判明した。
　次に、１号棟及び２号棟の人員分布を図 6-4-2-2 に示す。１号棟では３人の家庭が最も
多く、全体の 45％を占めており、平均人員は 3.17 人であった。また、２号棟では 2人及び
3人の家庭が同数と多く、両構成人員合計で 67％を占めており、平均人員は 2.92 人と１号
棟、２号棟ともほぼ同様な構成人員であった。以上の結果から、調査を行った 1 号棟およ
び 2 号棟は入居者人員分布および年齢構成との非常に類似していた。一般ごみの発生量調
査では、家庭の属性による影響および季節変動、経年変動が大きいことが予測される 1)。そ
のため、ディスポーザ排水処理システムの設置で一般ごみの削減効果を把握するためには
属性や測定時期などの変動因子を固定してディスポーザ設置の有無の効果を調べる必要が
ある。類似の属性を有する母集団に対し、同一時期に一方にのみディスポーザを設置して
比較することでその効果が把握できると考えた。本評価対象とした 1号棟、2 号棟は、類似
の属性を有することから一方にディスポーザを設置しディスポーザ設置の有無によるごみ
減容効果を測定する母集団になり得ると判断された。
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(２）　世帯で発生する各種ごみ量調査結果
　各世帯での１人が 1 日に発生するごみ量を表 6-4-2-1 に示す。各世帯の生活様式および
ごみに対する意識の違いにより発生量が 142～758ｇ・人-1・日-1とばらつきが大きかった。
特に、Ｏ邸は、ヒアリング調査の結果、日頃からごみ量削減に対する意識が非常に高く、
そのため他の世帯よりも１人当たりのごみ発生量が少ないことが解った。このことは、ご
み量を削減するためにはごみ削減に対する意識が非常に重要な要因となることが示唆され
た。
　また、各品目ごとのごみ発生量の季節変動は、各家庭でほぼ同様な傾向を示し、変動幅
は生ごみと包装紙などのその他の紙ごみが大きく、その他の項目は排出量が少ないか安定
して出ていた。代表例として P 邸のごみ発生量の季節変動を図 6-4-2-3 に、併せて 4 月度
の月間変動測定を行い、その結果を図 6-4-2-4 に示す。
　次に、16 世帯の 1 年間の測定結果から平均化したごみ発生量および構成比を図 6-4-2-5
に示す。平均ごみ発生量は、481ｇ・人-1・日-1、生ごみ構成比が、全体の 34.7%を占め、紙
ごみ類(新聞紙、牛乳パック、その他の紙類)も 41.3%、缶、ビン類：7.9%、樹脂類(ビニー
ル類、発泡スチロール、ペットボトル)：9.0％、その他のごみが 6.9％であった。ビン、缶
類は、比較的発生する量は少なく、また、樹脂類は、嵩張るものの重量としては軽いため
全体に占める割合も 10%程度であった。なお、新聞紙・雑誌類は、地域による回収システム
(子供会による回収や廃品回収業者による巡回)がないため一般ごみとして廃棄されていた。
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表 6-4-2-1　ごみ量調査世帯の人員構成と平均ごみ量
人員
(人)
成人
(人)
子供
(人)
ごみ量
(g･人-1･日-1)
A 邸 ２ ２ ０ ７５８
B邸 ２ ２ ０ ３７７
C邸 ３ ２ １ ５２０
D邸 ３ ２ １ ３０１
E邸 ４ ２ ２ ３４８
F邸 ２ ２ ０ ３５９
ディスポ
ーザ設置
なし
(1 号棟)
G 邸 ３ ３ ０ ３９９
H邸 ３ ２ １ ４９２
I邸 ３ ２ １ ５２６
J邸 ２ ２ ０ ４０７
K邸 ２ ２ ０ ２９１
L邸 ３ ２ １ ３５８
M邸 ４ ２ ２ ４２１
N邸 ２ ２ ０ ５６２
O邸 ４ ２ ２ １４２
ディスポ
ーザ設置
あり
(2 号棟)
P 邸 ４ ２ ２ ５０２
平均 ２．９ ２．１ ０．８ ４８１
ごみ量には、生ごみを含む
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(３）　ディスポーザ設置によるごみ量変化調査結果
　入居者人数および構成人員ともほぼ等しい 1 号棟と 2 号棟での一般ごみの総排出量を各
ごみ出し日ごとに測定することでディスポーザ設置によるごみ量変化の有無を調べた。平
成 11 年 12 月から平成 12 年 5 月までの 6 ヶ月間、1 号棟にはディスポーザを設置せずに、2
号棟のみ当初からディスポーザを設置して、各棟から出された一般ごみのごみ袋重量およ
びごみ袋の個数を調査した結果を表 6-4-2-2 に示す。その結果、ごみ袋の個数で約 18％、
重量で約 40％とディスポーザ設置による生ごみの削減効果があった。また、一般ごみのご
み袋の重量分布を図 6-4-2-6 に示す。ディスポーザを設置していない１号棟では、一袋当
たりの重量が 4～5㎏のものが最も多いのに対し、ディスポーザを設置した２号棟では 2～3
㎏と一袋当たりの一般ごみの重量が、ディスポーザ設置により生ごみを一般ごみに出す必
要が無いため軽くなっていた。また、一袋当たりの平均重量は、１号棟(未設置)で 4.7 ㎏
であるのに対し２号棟(設置)では 3.5 ㎏と約 1.2 ㎏軽くなっていた。これらの結果は、ご
み発生量調査結果で明らかになった一般ごみ中の構成比とほぼ一致した。
　　　　　　表 6-4-2-2　一般ごみの個数及び重量
　　　　　(平成 11 年 12 月 13 日～平成 12 年 5 月 11 日)
一般ごみ個数
(個)
一般ごみ重量
(㎏)
ディスポーザ未設置(1号棟) 1486 6976.30
ディスポーザ設置(2号棟) 1222 4251.25
設置／未設置(%) 82.2 60.9
図７　一般ごみ重量分布
（平成11年12月13日～平成12年5月11日、42回分合計)
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６．５ ディスポーザシステムを用いた分別・リサイクル型マンションの提言
　ディスポーザシステムは、衛生面、利便性など使用者世帯の多大な便益を提供するのみ
ではなく、分別・リサイクル社会に向けてのごみの分別ツールとの位置づけも考えられる。
その提言を図 6-5-1 に示す。
　ディスポーザ設置前においてビン、缶、新聞紙・雑誌などのリサイクル資源以外の一般
ごみは、生ごみが混在しているためプラスチックや紙ごみなど更にリサイクルが可能な資
源も廃棄されている。一方、ディスポーザ設置により一般ごみに生ごみが混在しないため、
他の一般ごみは、乾燥ごみである。よって、長期保管や更なる分別が期待でき、リサイク
ルの促進が容易になると考える。このようにディスポーザシステムは、使用者世帯や社会
への便益提供ツールとなり得ると考えられる。
リサイクル資源
長期保管可能
廃棄処分
　　　　　短期処分(焼却等)
(生ごみ、紙類、ビニール類、紙おむつ他)
ディスポーザ設置(生ごみ分別処分)
による分別・リサイクルの促進
ビン 缶 ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ
新聞紙
雑誌
リサイクル資源 廃棄処分
　　　短期処分(焼却等)
(少量の焼却ごみ、紙おむつ他)
長期保管可能
ビニール袋
ビン 缶 ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ
新聞紙
雑誌 紙類 ﾋﾞﾆｰﾙ類
図 6-5-1　ﾃﾞｨｽﾎﾟｰｻﾞｼｽﾃﾑを用いた分別・リサイクル促進の提案
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６．６ 本章のまとめ
　ディスポーザ排水処理システムを実現場に設置し、処理性能を把握するとともにごみ削
減効果を把握するため一般家庭から発生するごみ量や一般ごみの個数を調査した。また、
調査結果をもとにディスポーザが持つ将来の環境提言についても明らかにした。
（１） 実現場である集合住宅(2 棟、48 戸)にディスポーザ排水処理システムを設置し、処
　　　理性能の確認を行った結果、流入排水の比較的低い現場でもあり、放流水質は年間
　　　を通じて良好に推移していた。
（２）本評価対象とした1号棟、2号棟は、類似の属性を有することから一方にディスポー
ザを設置しディスポーザ設置の有無によるごみ減容効果を測定する母集団になり得
ると判断された。
（３）集合住宅の居住者 48 世帯のうち 16 世帯を対象に一般家庭から発生するごみの項目
別重量を測定した結果、平均ごみ発生量は、481g･人-1･日-1、生ごみ構成比は、全体
の 34.7%を占めてした。なお、ごみ発生量は季節変動があり、また、各世帯の生活
様式やごみに対する意識の違いにより発生量にばらつきが大きかった。
（４）ディスポーザ設置の有無によるごみ量変化を調査した結果、一般ごみの中に生ごみ
が混入しないため一般ごみのごみ袋の個数で約18％、重量で約40％の削減ができた。
ディスポーザを設置することで生ごみが削減することから市指定のごみ袋(45L)の
重量が平均 1.2 ㎏/個軽くなった。
（５）以上の調査結果からディスポーザシステムは、衛生面、利便性など使用者世帯の多
大な便益を提供していた。更に、ディスポーザシステムは、分別・リサイクル社会
に向けてのごみの分別ツールとの位置づけについても提言できると考えた。
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第７章 総括
　本論文では、ディスポーザ排水の生物学的処理に関する研究として、特に一般家庭から
発生する生ごみ量や台所排水量などのディスポーザ排水の研究を行う上で必要な負荷原単
位を明らかにした。この負荷原単位を基に厨芥由来固形物の可溶化に関する検討並びに厨
芥排水を用いて高濃度排水の生物学的処理評価の検討といった基礎研究を行い、これによ
って得た知見から、実規模での実証試験を計画し、設計、制作、設置、１年間の排水処理
槽運転を行い、得られた結果から基礎的研究成果の確認を行った。また、実証試験に即し
て可溶化槽の数値解析検討や物質収支の算定を行った。最後に、本排水処理槽を含むディ
スポーザ排水処理システムを集合住宅に設置して本システムの利便性を検証した。本研究
で得られた主な成果は以下の通りである。
　第１章では、現在わが国が置かれている廃棄物の現状を明らかにするとともにその中で
生ごみを処理する方法の一つとして脚光を浴びつつあるディスポーザについて、わが国の
ディスポーザの変遷についてまとめた。また、ディスポーザ排水に含まれる固形物を処理
する方法を整理するため従来の生物学的排水処理および排水中に含まれる固形物処理の変
遷についてもまとめた。このことからディスポーザ排水に由来する固形物の最適な生物処
理方法が確立していないことが判明し、本研究の重要性を明確にした。更に、本研究を行
う上での基本構成を示し、研究の道筋を示した。
　第２章では、ディスポーザ排水に関する基礎実験を行う上で必要である一般家庭の生ご
み発生量、その組成や三成分（水分、有機成分、灰分）などの負荷原単位の設定を明らか
にし、更に、標準生ごみの組成を決定した。更に、設定した標準生ごみをもとに、ディス
ポーザ排水が排出されることによって増加する汚濁成分 BOD：5,500 ㎎･L-1、SS：7,000 ㎎･
L-1、n-Hexane 抽出物：700 ㎎･L-1を明確にし、ディスポーザ排水に関する基礎的実験や実証
試験を行う上で最も重要な負荷原単位の一つを明確にしたことで今後のディスポーザ排水
に関する研究成果の整合性が容易に比較できるようになった。また、その他に、一般家庭
から発生するディスポーザ排水を含む台所排水の流入パターンの設定をすることで基礎実
験条件の統一が可能となった。なお、設定にあたっては文献調査および実施調査を行い、
統計的手法も一部駆使して整理を行った。
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　第３章では、一般家庭から排出されるディスポーザ排水に含まれる固形物の処理方法を
検討するため厨芥由来固形物の生物学的可溶化の基礎的実験を行った。本章で得たれた成
果のまとめを以下に示す。
１）標準生ごみをディスポーザで粉砕した固形物について可溶化実験を行い、その結果、
分解速度定数(ｋ)は、嫌気処理で 0.028～0.041 日-1、好気処理で 0.081～0.096 日-1、
間欠ばっ気処理で 0.063～0.078 日-1であり、生ごみ固形物の分解は、好気処理＞間欠
ばっ気処理＞嫌気処理の順で速度が速いことが明らかになった。また、分解速度定数
は、15℃よりも 25℃の方が高い傾向にあった。更に、標準生ごみの難分解性濃度(C*)
は、1,800 ㎎･L-1程度であった。
２） 好気処理および間欠ばっ気処理では、30～50 日で MLVSS/MLSS の挙動は安定し、0.6 程
度であった。しかし、嫌気処理では、可溶化が進んでいないため 0.8 程度に留まって
いた。
３） 固形物可溶化実験において 50 日経過した時に系内に残る固形物残渣の成分分析及び粒
度分布の測定を行った結果、固形物残渣に含まれる成分は、セルロースに起因する繊
維質や卵殻が分解されずにどの処理方法でも残存しており、繊維質や卵殻が難分解成
分として系内に蓄積することが判明した。また、成分分析の結果から、好気処理およ
び間欠ばっ気処理における灰分は、固形物残査の 40％程度であり、MLVSS/MLSS が 0.6
との結果と一致していた。
４） 固形物可溶化実験の 50日経過後の試料についてふるいにより粒度分布の調査を行った
結果、3方式とも 70%以上が 0.6 ㎜以下の粒径であった。しかし、比較的大きな固形物
を目視で観察してみると茶殻やバナナなどに起因するであろう繊維と見られる比較的
粒径の大きなものが残存しており、このことは、固形物残査の成分分析で繊維質に由
来するセルロースが多く分析された結果と一致した。このことから繊維質が難分解成
分の一つであるとの裏付けを得た。
５） 固形物可溶化実験の 50日経過後の濾過液について分子量分画を行った結果、嫌気処理
では、有機酸に起因した比較的低分子の成分が確認された。しかし、好気処理および
間欠ばっ気処理後の濾過液は、分子量 1,500 以上で微生物には難分解性成分の蛋白質
に起因した成分が含まれていた。このことから嫌気処理では、更に、生物処理が必要
な成分が含まれているため後段の処理に影響を与えると考えられた。
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　第４章では、一般家庭から排出されるディスポーザ排水のうち固形物の比較的少ない排
水について高濃度排水の生物学的処理評価の検討を行った。本章で得られた成果のまとめ
を以下に示す。
１）スポンジ状(No.1)、中空円筒状(No.2)、活性炭担持(No.3)、無機系担体(No.4)の 4 種
類の流動担体を用いてディスポーザ排水の処理性能を把握した結果、BOD 容積負荷 2.0
㎏･（m3･日）-1　での処理水 BOD 濃度は、スポンジ状(No.1)＜中空円筒状(No.2)＜活性
炭担持(No.3)＜無機系担体(No.4)の順であり、スポンジ状(No.1)および中空円筒状
(No.2)の処理水 BOD、SS 濃度は良好であった。しかし、活性炭担持(No.3)、無機系担
体(No.4)は目標値である BOD：200 ㎎･L-1、SS：200 ㎎･L-1を大きく越えていた。
２）実験終了時に槽内汚泥量を測定した結果、汚泥量は、スポンジ状(No.1)＞中空円筒状
(No.2)＞活性炭担持(No.3)≧無機系担体(No.4)であり、汚泥量が多いほど処理能力が
大きかった。
３）流動担体を用いたディスポーザ排水の処理において流入水 BOD 負荷量(L0)と処理水 BOD
除去量(LR)との関係から高い相関はあり、また、LR=a･LOb の式のうち係数ａの値を比較
することで各担体の処理性能の比較が可能であった。
４）4種類の流動担体の流入水 BOD 負荷量(L0)と処理水 BOD 除去量(LR)との関係および槽内
汚泥量の結果から流入水BOD-MLSS負荷量(L0-MLSS)と処理水BOD-MLSS除去量(LR-MLSS)との
関係を求めた結果、高い相関関係があった。本結果をもとにすることで流動床槽の基
本設計が可能となったことから有益な知見を得ることができた。
６） 流動担体と接触材の比較を行うため比表面積が 450 ㎡･(m3)-1 と大きな多積層網目状接
触材(No.5)を用いて同様な実験を行った結果、接触材の充填率を高め、全面ばっ気を
行うことでスポンジ状担体と同程度の処理性能および保持汚泥量を有していた。
　第５章では、第３章および第４章での基礎的実験による知見を下に集合住宅用ディスポ
ーザ排水処理システムの排水処理槽の設計概念、基本設計を行い、その処理能力を把握す
ることを目的として１年間実証試験を行った。また、実証試験の結果をもとにして排水処
理槽の物質収支も明らかにした。本章で得られた成果のまとめを以下に示す。
１） 第３章の固形物可溶化基礎実験および第４章の高濃度排水の生物学的処理評価で得た
知見をもとにディスポーザ排水処理システムの排水処理槽の処理フローとして流量調
整槽→第一沈殿槽→可溶化槽→ばっ気槽→第二沈殿槽の構成を導きだし、設計概念を
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明らかにした。
２） 排水処理槽の基本設計のうち流量調整槽、第一・第二沈殿槽については、「屎尿浄化槽
の構造基準・同解説」の設計指針に基づき設計容量を算定した。可溶化槽は、第３章
の固形物可溶化基礎実験の結果から、可溶化槽流入水の 30 日分とし、また、ばっ気槽
は、第４章の高濃度排水の生物学的処理評価の結果をもとに算定を行った。これらの
ことから排水処理槽の設計容量は、3.08Ｑ（Ｑ：流入水量）を得た。
３） 基本設計をもとに排水処理槽を設計、製作して従業員社宅に設置して、１年間の実証
試験を行い、各単位槽の処理性能等の把握に努め、その結果、各単位槽とも設計通り
の能力を発揮した。これにより、年間を通じて排水処理槽の目標放流水質である
BOD:200 ㎎・L-1以下、SS：200 ㎎・L-1以下をクリアした。
４） 可溶化槽の槽内固形物濃度の推移を第３章の固形物可溶化基礎実験と実証試験結果か
ら数値解析し、実証試験の実測値とを比較した。その結果、数値解析結果と実測値が
ほぼ近似できることが明らかとなり、本数値解析を利用することにより可溶化槽内の
固形物濃度が推測できた。
５） １年間の実証試験により得られた処理性能および汚泥、固形物の保持量結果からディ
スポーザ排水処理システムの排水処理槽における物質収支を算定し、各単位槽が最適
化設計されていることが確認できた。
第６章では、ディスポーザ排水処理システムを実現場である集合住宅に設置し、排水処理
槽の処理性能を確認するとともにごみ量削減効果を把握するため一般家庭から発生するご
み量や一般ごみの個数を調査した。また、調査結果をもとにディスポーザが持つ将来の環
境提言についても明らかにした。本章で得られた成果のまとめを以下に示す。
１） 実現場である集合住宅(2 棟、48 戸)にディスポーザ排水処理システムを設置し、処理
　　性能の確認を行った結果、流入排水の比較的低い現場でもあり、放流水質は年間を通
　　じて良好に推移していた。
２）本評価対象とした 1号棟、2 号棟は、類似の属性を有することから一方にディスポーザ
を設置しディスポーザ設置の有無によるごみ減容効果を測定する母集団になり得ると
判断された。
３）集合住宅の居住者 48 世帯のうち 16 世帯を対象に一般家庭から発生するごみの項目別
重量を測定した結果、平均ごみ発生量は、481g･人-1･日-1、生ごみ構成比は、全体の 34.7%
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を占めてした。なお、ごみ発生量は季節変動があり、また、各世帯の生活様式やごみ
に対する意識の違いにより発生量にばらつきが大きかった。
４）ディスポーザ設置の有無によるごみ量変化を調査した結果、一般ごみの中に生ごみが
混入しないため一般ごみのごみ袋の個数で約 18％、重量で約 40％の削減ができた。デ
ィスポーザを設置することで生ごみが削減することから市指定のごみ袋(45L)の重量
が平均 1.2 ㎏/個軽くなった。
５）以上の調査結果からディスポーザシステムは、衛生面、利便性など使用者世帯の多大
な便益を提供していた。更に、ディスポーザシステムは、分別・リサイクル社会に向
けてのごみの分別ツールとの位置づけについても提言できると考えた。
以上のようにいままで整理されていなかったディスポーザ排水に関する負荷原単位の設定、
ディスポーザ排水の厨芥由来固形物の生物学的可溶化や高濃度排水の生物学的処理評価と
いった基礎的研究の確立、それをもとに排水処理槽の設計概念と基本設計、槽作成、設置、
実証試験による性能評価と物質収支の算定といった研究開発を経て、実際の実現場設置さ
れたディスポーザ排水処理システムの処理性能の確認とごみ削減効果および提言を示し、
ディスポーザ排水処理システムの一貫した調査・研究・開発を確立した。
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